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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術人
材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは意
見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
【 U R L】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
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科学技術動向
概　要
ドイツの地域予測シナリオ
─2020年のバーデン・ヴュルテンベルク州における ITとメディア─
　ドイツのバーデン・ヴュルテンベルク州で、州政府の助成を受けて実施された FAZIT
という研究プロジェクトの成果の一部を紹介する。
　2008 年 8 月に、バーデン・ヴュルテンベルク州の現在と将来の情報技術・メディア技
術とその利用に関する研究プロジェクトの成果として、「2020 年のバーデン・ヴュルテン
ベルクにおける ITおよびメディア環境─ 4種類の基本シナリオ」という報告書が公表さ
れた。これは、その直前のデルファイ調査に関する報告書と、ロードマップに関する最近
の報告書とで三部作を構成しており、ドイツの地域予測という観点で非常に興味深い。
　報告書の結論である 4つのシナリオは、複数手法を統合して将来の可能性を幅広くかつ
中立的に描かれていること、日常生活のストーリーとして具体的に描かれていることに特
徴がある。まず、4人の主人公の 2020 年の日常生活のストーリーが示され、その後で、そ
の結論に至ったステップの解説が述べられている。4種類のストーリーには「新しい ICT
技術」「労働環境の変化」「州内の ICT産業の将来」「教育への貢献や産学連携」の内容が
含まれており、各ストーリーはそれらのうちの 1つを強調している。4種類のシナリオは、
IT・メディア立地としての同州の将来像を具体的に提示するものである。シナリオ作成
プロセスは、地域を意識した影響フィールドを決め、それらに属する記述や内容の進展方
向を議論する方法を採っている。進展方向の整合性や関連性を数量的に評価して、4種類
のシナリオに反映させている。
　4種類のシナリオで共通している点は、地域内のつながりがますます重要になること
と、海外へのアウトソーシングは避け難く州内の産業構造の変化が促進されることの 2つ
である。一方、新技術に対する住民の受容度の相違と、社会の分裂か一体感の保持かとい
う 2つの相違点もある。この相違点に、州の将来の競争力についての重要な課題が示され、
悲観的な展開を避けるためには、新しい ICT 技術の利用に対する住民の受容度を高め、
社会の分裂を避けることが重要であると結論づけられている。
4 種類のシナリオのイメージ図
出典：参考文献2）
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概　要
北極域環境の研究体制における日本の課題
　地球温暖化の影響を受け、地球の気候にとって影響の大きい北極域において海氷減少が
予測より速く進んでいる。すでに、水循環変化・雪氷融解・植生変化などが進行している。
これらの変化は地球全体の海水面上昇にも影響するため、北極域の環境変動の実態と諸現
象に関してより正確に深く理解することが必要である。特に、既存の気候モデルがこの変
化を再現できておらず、このことは、将来地球気候予測や海水面上昇予測の精度向上のた
めに、気候モデルにおける北極域の表現を改善する必要性を意味する。これらの必要性が
ありながら、北極域の環境変化に関する日本国内における研究体制の構造には過去の経緯
を引きずった問題があり、効率的に研究を進める体制が構築できていない。国際的枠組み・
組織、諸外国での研究・推進体制の現状を整理し、諸外国と比較検討を行うことにより、
日本では研究機関・研究者間のより強い連携を構築するとともに、調整・分担などの点で
研究体制の再構築が必要であり、研究基盤・組織などの見直しなども視野に入れる必要が
あることがわかってきた。
北極地域および北極観測研究を行っている関係諸国の位置
科学技術動向研究センターにて作成
　北極海、北極圏（66.5度以北）と本稿で北極域とみなした範囲（北緯45度以上）を示す。北極圏に領土があ
る「北極国」とそうでない「非北極国」に分けられる。「北極国」は、北極評議会のメンバーになっている。
北極圏
北極国
非北極国
北極海
北緯45度
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トピックス1　カロリー 制限と加齢性疾患の関係～サルでの実験的証明～
　日本には「腹八分に医者いらず」という諺があり、大
食をしないことが健康な生活を維持するうえで大事で
あるという戒めとなっている。カロリー制限（CR）によ
り加齢に伴う疾患の発生を遅らせ、寿命が延長すると
いう事実は、ラットの研究では既に70 年以上前に報
告されている。1990 年代に入ってからはCRと老化の
抑制が広く注目され、生物学的に盛んに研究されるよ
うになった。これまで酵母、線虫、ハエ、マウス等の
種々の生物種で効果が報告され、関わる分子も明らか
にされてきた。しかしながら、ヒトを含む霊長類での
老化に与える影響については明らかになっていない。
　米国ウィスコンシン大学を中心とした研究チームは、
アカゲザルを用い、20 年間のCRの効果を報告した 1）。
研究チームは 7歳から14 歳の成体のアカゲザル30 頭
を用いて、1989 年に研究を開始した（1994 年に46 頭
を追加）。まずそれぞれの個体は数ヶ月間自由に餌を
取らせて、食べる量を算定し、次に自由摂食群（対照
群）には算定された量の餌を、CR群にはカロリーを
30％減らした餌を与えて飼育を行った。その結果、対
照群の38 匹中14匹（37％）が加齢に伴う疾患で死亡
したのに対し、CR群では 38 匹中 5匹（13％）しか死
亡せず、大きな差が認められた。アカゲザルでもヒト
と同様に、糖尿病、がん、心血管系疾患が加齢に伴
って増加する代表的な疾患である。例えば、対照群は
38匹中 5匹が糖尿病を発症し、11匹が予備軍と診断
されたが、CR群では予備軍すらみられなかった。が
んと心血管系疾患の発症も、CR群では 50％減少し
た。診断可能なその他の疾患も含めると、CR群では
対照群に比べ病気にかかる頻度は 3分の1程度であ
ることが明らかになった。
　ヒトでは加齢に伴い脳の萎縮が起こることも知られ
ているが、小動物でこれを正確に再現するのは難しい。
上記の報告では、MRIによる画像解析の結果、サル
でも摂取カロリーに関係なく加齢による萎縮は認めら
れる。しかし、運動や記憶等をつかさどる脳の領域の
萎縮が、CR群では抑制されていることがわかった。
加齢に伴い運動や精神活動の速度が低下することはよ
く知られていることであるが、CRによりそれらに関与
する脳の領域がより維持されるということがサルで示さ
れたと、研究者のひとりはコメントしている2）。
　サルはヒトとは明らかな差異があるのも事実であり、
また今回の結果も完全な人工飼育下での情報であるた
め、その結果をそのままヒトに当てはめるのは危険で
ある。研究はまだ継続中であり、多数の項目が検査さ
れているが、今回の報告に示されたのはそのごく一部
である。ヒトで長期にわたり、このようなCRに関する
研究を行うことは困難である。アカゲザルはヒトに非
常に近い生物種であり、今回の成果はヒトに対しても
多くの示唆を与えるものである。
 ライフサイエンス分野	 TOPICS	 Life Science
参　考
1）　Colman, R.J. et al.,“Caloric Restriction Delays Disease Onset and Mortality in Rhesus Monkeys”Science vol.325, 
201-204（2009）：http://www.sciencemag.org/cgi/content/abstract/325/5937/201
2）　EurekAlert!：http://www.eurekalert.org/pub_releases/2009-07/uow-rdt070609.php
　カロリー制限による寿命の延長については種々の生物種で効果が報告されているが、ヒトを含む霊長類
においてはその事実は明らかになっていない。米国ウィスコンシン大学を中心とした研究チームは、アカゲ
ザルを用いた 20年間の研究によるカロリー制限（CR）の効果を報告した。成体のアカゲザルを自由摂食
群とカロリーを 30％減らした餌を与える群に分けて研究した結果、加齢に伴う疾患で死亡した匹数はカロ
リー制限群の方が3分の1程度という結果となった。また病気にかかる頻度も3分の1程度であったほか、
脳の特定の領域の萎縮も抑制されていることが示された。この結果をそのままヒトに当てはめるのは危険
であるが、霊長類でもカロリー制限が加齢にともなう疾患の発生を遅らせることを示唆するものである。
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トピックス2　超伝導を用いた交流の標準電圧発生器
　（財）国際超電導産業技術研究センター、（独）産業技術総合研究所、および東京都市大学の共同研究グ 
ループは、世界で初めて50Hz～100kHzの任意波形を出力できる交流標準電圧発生器の試作に成功した。
超伝導のジョセフソン接合に発生するパルス電圧は、電圧と時間の積が正確に一定となることを利用して
おり、今回高速光デジタル信号の超電導回路への導入技術を利用することにより滑らかな任意波形で充分
な電圧が得られた。電圧標準は、計測機器・医療機器などの精度と信頼性の向上に重要な意味を持ち、
この交流標準電圧発生器は新しい国家標準として有望である。
　（財）国際超電導産業技術研究センター、（独）産業技術
総合研究所、および東京都市大学の共同研究グルー
プは、50Hz ～100kHz の任意波形を出力できる交流
標準電圧発生器の試作に世界で初めて成功し 1）、2009
年6月の国際超電導エレクトロニクス会議で発表した2）。
　超伝導のジョセフソン接合を利用した直流の電圧標
準は、日本を含む世界各国で 1 次標準として採用され
ているが、波形情報をも含む交流の電圧標準は世界的
にも存在しない。直流の電圧標準は、ジョセフソン接
合単体または多数を直列接続した素子にマイクロ波や
ミリ波を照射した時に発生する量子化された電圧を利
用している。このジョセフソン素子に臨界値を超える
パルス電流を流すと超伝導位相が 2πだけ回転し、電
圧と時間の積が正確に一定となる短いパルス電圧が発
生する（図表 1）。その値は、磁束量子（＝h／2e）に一
致し、普遍定数だけで決まる 2.067 833 636 ×10－15
ボルト・秒という値となる。その電圧パルス列を平滑化
すれば科学的に保証された交流の基準電圧となる。
　これまでは、プログラマブル駆動や 50MHz 程度の
パルス駆動などの方法により、（独）産業技術総合研究所
で交流電圧標準の開発が進められてきたが、滑らかな
波形が得られず、充分な電圧も発生できないという問
題点があった。一方、（財）国際超電導産業技術研究セン
ターでは、NEDO プロジェクトで超電導ルータなどの
超電導デバイスを研究しており、その中で光ファイバを
用いて高速でデジタル信号を超電導回路に導入する技
術を既に発表していた。今回、両者が共同することに
より、滑らかな任意波形で、しかも充分な電圧の交流
標準電圧発生器の試作に成功した。
　今回試作した装置は、まず交流波形をデジタルデー
タとして蓄え、その情報を用いて高速（クロック周波数
10GHz）の光パルス列を発生させる（図表 2）。その光
パルス列をフォトダイオ ドーに導いて電流パルスに変換
後、480 個の接合を含むジョセフソン素子に入力し、
その両端の電圧パルスを平滑して交流標準電圧を得て
いる。今回は負電圧だけを発生させているが、正電圧
用の光パルス信号を同時に入力すれば、正負対称な交
流電圧を得ることもできる。また、三角波や鋸状波な
どの任意波形の発生も可能である。
　電圧標準は、計測機器・医療機器など各種の装置
の精度と信頼性の向上に重要であり、その一次標準は
国が維持・管理しているので国家標準とも呼ばれる。
現在の交流電圧の国家標準は、抵抗に交流電圧を加
えてその発熱量を比べており、精度や波形情報に関し
て不満足な点が多い。今回試作された任意波形の標
準電圧発生器は新しい国家標準として有望である。
参　考
1）　（財）国際超電導産業技術研究センター、リリース：http://www.istec.or.jp/Operation/LateNews/Press090612-J.html
2）　国際超電導エレクトロニクス会議 2009（ISEC2009）HF-01（Urano et al.）
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
図表 1　ジョセフソン素子に発生する電圧パルス列
科学技術動向研究センターにて作成
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図表 2　交流標準電圧発生器の構成図
科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス3　省エネ型電源装置用スイッチングトランジスタ
　（株）富士通研究所は、2009 年 6月24日、電源装置
の電力損失を従来のシリコントランジスタを使用した場
合に比べて3分の1に低減できる新構造の窒化ガリウ
ムHEMT注）を開発したと発表した 1）。
　交流電力を直流電力に変換する電源装置で使われる
スイッチングトランジスタは電力損失が大きい。今回発
表された素子は、従来のシリコントランジスタ比で、ス
イッチングの立ち上がり時間由来の「スイッチング損失」
を100 分の1に、素子の内部抵抗由来の「オン損失」
を5 分の1に低減した。また、従来比 3～10 倍とな
るスイッチング周波数の高周波化により、ノー トPCな
どで使われる電源装置（ACアダプタ）を現状の約10
分の1に小型化できる可能性がある。
　今回の成果では、電力損失の低減に窒化ガリウム
HEMTの特長が活かされている。スイッチング損失は
スイッチの際の電流・電圧の立ち上がり（下がり）時に
発生する（図表）。スイッチングが完了すれば、電圧と
電流のどちらかが理想的にはゼロになり、電力（＝電
圧×電流）もゼロになるが、スイッチング時には電圧、
電流のいずれも有限の値を持つので、電力の損失が生
じる。発表された素子はこの立ち上がり（下がり）時間
を短くできるため、その分だけスイッチング損失を抑え
ることができる。また、トランジスタのオン時の内部抵
抗があるので、電圧（電流×内部抵抗）は完全にゼロ
にならずオン損失の原因となる。発表された素子は高
耐圧特性を活かすことで電極間を近づけることがで
き、結果的に電流経路を短縮でき内部抵抗を低くでき
るため、このオン損失が小さくなる。
　また、高速スイッチング特性を活かすことで単位時
間あたりのスイッチング回数を増やすこと（高周波化）も
できる。このことによりコイル部品や変圧器の小型化
を可能にし、結果的にACアダプタなどの電源装置を
小型にできる。
　電力損失の低減に優れた特性を有する窒化ガリウム
HEMTは、これまで制御用のゲ トー電圧を高くできず、
電源装置での利用には不向きであった。今回はゲ トー
電極を改造し、従来品では+0.5Vであったゲ トー電圧
を+3Vまで高めることに成功し（要求は 2～ 4V）、通
電時のオン電流密度も従来品の約 2倍の約 800mA/
mm（同 600mA/mm）にまで高めることができた。そ
の結果、窒化ガリウムHEMTを電源装置のスイッチン
グトランジスタとして適用可能になった。
　電力損失は無駄な電力を消費することから発熱の原
因になるため、損失を抑えることは、冷却設備の電力
低減にも結びつく。発表された素子をデータセンター
で使用すると、サーバーの消費電力で 8％の低減をし、
さらに冷却に関わる設備電力で4％の低減が見込ま
れ、データセンター全体の消費電力を12％低減するこ
とが期待できる。同社では、2011年頃までに電源装
置の実用化を目指す計画である。
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
参　考
1）　（株）富士通研究所プレスリリース（6 月 24 日）：http://pr.fujitsu.com/jp/news/2009/06/24.html
　2009年 6月24日、（株）富士通研究所は、従来のシリコントランジスタに比べて電源装置の電力損失を
3分の 1に低減できる窒化ガリウムを用いたトランジスタ素子を発表した。このトランジスタ素子はこれま
で、制御用のゲート電圧を高くできず電源装置での利用には不向きであったが、ゲート電極を改造し、電
源装置に適用できるようにした。スイッチング損失を 100分の 1、オン損失を 5分の 1に低減し、ノー ト
PCなどで使われるACアダプタを現状の約 10分の 1に小型化できる可能性がある。また、発表された
素子をデータセンターで使用すると、サーバーの消費電力で 8％の低減をし、さらに冷却に関わる設備電
力で 4％の低減が見込まれ、データセンター全体の消費電力を12％低減することが期待できる。同社では、
2011年頃までに電源装置の実用化を目指す計画である。
注：HEMT：高電子移動度トランジスタ（High Electron 
Mobility Transistor）
図表　スイッチの動作時に起こる損失の発生
科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス4　電気自動車の着脱式バッテリー 全自動交換システム
　2009年 4月27日から 6月26日の間、ベタープレイス・ジャパン社は、電気自動車のバッテリーを全自
動で交換するシステムの実証試験を横浜市で実施した。あらかじめフル充電された専用のバッテリー本体を
短時間に着脱して交換する世界初の全自動システムは、電源プラグから充電するのではなく、バッテリーを
丸ごと交換することによってエネルギーを供給するという点で、これまでとは対極の概念と位置づけられる。
バッテリー交換ステーションでは、着脱用バッテリーを格納する空間から車体の直下まで敷かれた地下レー
ル上の搬送台を使って、バッテリーの着脱が行われる。本実証試験は、電気自動車のエネルギー供給方法
として新たな方策を提示しており、将来の電気自動車社会における充電ステーションの在り方に関する意
義深い社会実験のひとつと言える。
　ベタープレイス･ジャパン社（米国ベンチャーの日本
法人）は、電気自動車のバッテリー を全自動で交換する
システムの実証試験を2009 年 4月27日から6月26日
の間、横浜市で実施した 1）。電気自動車を普及させる
ための重要課題のひとつとして、バッテリー充電時間の
短縮化（フル充電：数時間、部分的急速充電：30 分以
内程度）が挙げられるが、本システムは、電源プラグか
ら充電するのではなく、バッテリーを丸ごと交換するこ
とによってエネルギーを供給するという点で、これまで
とは対極の概念を具現化した代替策と位置づけられる。
　この実証試験は、あらかじめフル充電された「バッ
テリー交換型電気自動車」専用のバッテリー本体を、「バ
ッテリー交換ステーション」で短時間（数分以内）に着脱
して交換する世界初の全自動システムを検証することを
目的に、環境省が実施する「次世代自動車導入促進
事業」の一環として実施された。
　「バッテリー交換型電気自動車」は、車体の下側（外
部に露出した部分）に、薄く広い形状のバッテリー本体
を設置した構造となっている。「バッテリー交換ステー
ション」では、この「バッテリー交換型電気自動車」を
所定の場所に止めると、乗員が車外に出ることなく、
自動的にバッテリー本体が交換される。
　バッテリー 交換ステーション（図表 1）には、着脱用バ
ッテリーを格納する立体駐車場のような空間があり、そ
の空間から車体の直下まで敷かれた地下レール上の搬
送台を使って、バッテリーの着脱が行われる（図表 2）。
バッテリーの着脱は、初めに車体直下まで搬送台が移
動し、使用済みバッテリーを外す。次に、充電された
バッテリーを搭載した別の搬送台が車体直下まで移動
し、バッテリーを装着する。デモンストレーション 2）で
は、この着脱工程は1分程度で完了している。
　本実証試験は、電気自動車のエネルギー供給方法
として新たな方策を提示しているものであり、将来の
電気自動車社会における充電ステーションの在り方や
方向性に関する意義深い社会実験のひとつと言える。
ある程度の規模の事業者が余剰の夜間電力を利用し
て大量に充電できれば、一日の電力負荷ピークを平準
化することや、地域社会の電力貯蔵システムとして活
用することにも繋がる可能性があり、これら波及効果
についても期待される。
参　考
1）　ベタープレイス・ジャパン社ホームページ：http://japan.betterplace.com/
2）　デモンストレーションビデオ公開サイト：
 http://www.betterplace.com/company/video-detail/better-place-battery-switch-technology-demonstration/
 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy
図表 1　バッテリー交換ステーションの全体構造
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 2　バッテリー着脱の様子
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス5　2次元分光と波長分散光ファイバを応用した高速イメー ジング
　カリフォルニア大学ロサンゼルス校の K. Goda らの
研究グル プーは、2 次元分光パタ ンーと光ファイバの波
長分散を用いた高速イメージング手法を開発したと発
表した 1）。このイメージング手法では、フレームレ トー
6.1×106 fps 注）（6.1MHz）、すなわち 163 ナノ秒間隔、
シャッタ スーピ ドー440 ピコ秒で映像を記録できる。現
在、最高速の CCD カメラではフレームレ トー1.0×106 
fps（1.0 MHz）であり、この 6 倍の速さのフレームレー
トを実現している。
　開発された手法（図表）では、中心波長 1,590nm、
バンド幅 15nm の赤外パルスレーザーから、2 次元波
長分散装置 2）によって、2 次元平面上で振動数が分布
した分光パタ ンーを生成し、これを微小測定対象に照
射する。照射で生じた反射光は分散光ファイバに入射
する。分散光ファイバ内では振動数の大きな成分は伝
搬速度が遅く、反対に振動数の小さな成分は伝搬速
度が速いため、振動数の小さな成分から順番に検出
器に到達する。このように振動数分布を時間関数に変
換できるため、1 パルス分の時間関数をサンプリングし、
2 次元空間分布に戻すことで、1フレーム分（1パルス分）
の反射率分布が得られる。
　振動数―時間変換と光増幅には、エルビウム添加
光ファイバ増幅器（EDFA）とラマンファイバ増幅器を
用いている。EDFAで信号光を10 倍に増幅でき、さ
らにラマンファイバ増幅器で 31.6 倍に増幅できるため、
光信号は 316 倍に増幅される。そのため測定対象に
影響を与える高出力レーザーは必要ない。
　このような手法で、高速で起こる微妙な物理化学現
象の観測が可能になる。例えば、医療診断用バイオチ
ップの開発では、数 10nm ～μm サイズの磁気ビ ズー
表面に核酸・抗体・細胞を結合させ、磁性粒子制御に
よる分離・解析が行われている。上記手法で観測すれ
ば、化学反応時間に相当するμ秒以下の磁気ビ ズーの
運動解析を観測できる。また、インクジェットヘッドで
は、1～10μm のインク粒子が数 m/ 秒で高速運動す
るので同様に、ナノ秒間隔の画像解析が可能になり、
複雑な粒子の挙動を正確に把握できる。ただし、
EDFAの特性から照射光振動数が 187.6 ～189.7THz.
に限定されるため、測定対象が赤外領域で反射分布
が存在する場合に限定される。
 ものづくり分野	 TOPICS	 Manufacturing
参　考
1）　K. Goda, K. K. Tsia, and B. Jalali, Serial time-encoded amplified imaging for real-time observation of fast dynamic 
phenomena, Nature, Vol. 58, April 2009, 1145-1148
2）　S. Xiao and A. M. Weiner, 2-D wavelength demultiplexer with potential for ≧ 1000 channels in the C-band, Optics 
Express, Vol. 12, No. 13, 2004, 2895-2902
　カリフォルニア大学ロサンゼルス校の K. Goda らの研究グループは、2次元分光パタ ンーの振動数分布
を波長分散光ファイバによって時間関数に変換させるという新しい高速イメージング手法を発表した。この
手法では、これまで最高速のCCDカメラの 6倍の速度で映像を記録でき、細胞の信号伝達や薬物反応
のように高速で起こる微妙な物理化学現象を観測できる。例えば、バイオチップやインクジェットヘッドな
どの開発において、微小粒子を含む高速流体の解析に用いることができる。
注：fps（frame per second）とは 1 秒間に撮影される画
像枚数。
図表　2次元分光と波長分散を応用した高速イメージング
参考文献1）を基に科学動向研究センターにて作成
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1  はじめに
科学技術動向研究
ドイツの地域予測シナリオ
─2020年のバーデン・ヴュルテンベルク州における ITとメディア─
　　　　
　　　　　
　ドイツのバーデン・ヴュルテン
ベルク州では、州政府の助成で
「バーデン・ヴュルテンベルク州の
現在と将来の情報・メディア技術
とその利用に関する研究プロジェ
クト（FAZIT）」注）が実施された 1）。
その成果の 1 つとして、2008 年 8 月
に、研究報告書第 15 巻「2020 年の
バーデン・ヴュルテンベルクにお
ける IT およびメディア環境─ 4 種
類の基本シナリオ」2）という報告書
が公表された。これは、その直前
に公表された研究報告書第 10 巻
「デルファイ・レポート─未来の情
報・コミュニケーション技術」3）と、
2009 年 6 月に公表された研究報告
書第 19 巻「IT とメディアの新しい
マーケット─ FAZIT ロードマッ
プ・プロセス」4）と合わせて、三部
作を構成している。それぞれ、デ
ルファイ調査とその分析、シナリ
オ作成、そしてロードマップ作成
という 3 段階についての詳しい報
告書となっている。
　これらは州あるいは地域の将来
予測であるため、FAZIT 研究報告
書第 15 巻のシナリオでは、国ある
いは連邦という言葉はほとんど見
当たらず、州や地域との比較や関
係という文脈においてのみわずか
に使われている程度である。ここ
では地域の特性や特徴を反映して
シナリオやロードマップが作成さ
れている。本プロジェクトの背景
には、バーデン・ヴュルテンベル
ク州特有の事情、すなわち、現在
中心を成している自動車産業・機
械産業から IT 産業への構造転換、
あるいは少なくとも IT・メディア
産業の振興の意図があるものと推
測される 5）。
　FAZIT 研究報告書第 15 巻のシ
ナリオのもう 1 つの大きな特徴は、
4 種類の基本シナリオを、4 人の主
人公の日常生活のストーリーとし
て具体的に描いている点である。
これらのストーリーは必ずしもバ
ラ色の生活ばかりというわけでは
なく、対照的な人物や環境を登場
させることで、将来の可能性をで
きるだけ幅広くかつ中立的に描こ
うとしている。また、このシナリ
オ作成のプロセスも、マトリック
ス法やクラスタ解析やデルファイ
調査結果などの複数手法を統合し
ており、興味深い。
　本稿では、地域の優れた予測活
市口　恒雄
情報通信ユニット
横尾　淑子
総括ユニット
注1：FAZIT1）
　革新的な IT・メディア技術の新しい市場を調査することを目的として、バーデン・ヴュルテンベルク州の助成を
受けて2005年から2009年春まで実施されたプロジェクトで、企業調査と将来予測から構成されている。企業調査は、
IT・メディア業界や ICTユーザーである代表的企業の調査により、IT・メディア利用の短・中期的展望を分析する調
査である。将来予測は、技術・社会・経済的トレンド予測（デルファイ調査）、州の将来可能性の記述（シナリオ作成）、
および、新しい市場機会・ビジネス・研究の道筋（ロードマップ作成）から成る。結果は、テーマ（ビジネスプロセス
アウトソーシング、アンビエント社会、オープンアクセス等の 15項目）毎の調査分析報告書 14冊、将来予測報告書
5冊にとりまとめられている。
　本プロジェクトの実施主体はMFGバーデン・ヴュルテンベルク財団である。共同研究機関が 2機関あり、欧州経
済研究センター（ZEW）が企業調査と統計資料整備を、フラウンホーファー・システム革新研究所（FhG／ ISI）が将来
予測の各部分を担当している。本稿で取り上げた報告書は、フラウンホーファー・システム革新研究所（FhG／ ISI）
により作成された。
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2─1
4 つの課題の検討
　この報告書では、シナリオ作成
プロセスの結論である 4 つの基本
シナリオ、すなわちシナリオ A か
ら D までの 4 種類の具体的なス
トーリーが最初に示され、その後
で、この結論に至ったステップの
詳しい解説が述べられている。4
種類の基本シナリオおよびそのス
トーリーは最初から仮定されたも
のではなく、背景の調査、トレン
ドの記述、シナリオ作成プロセス
などの総合的な結果として導き出
されたものである。ここでいう基
本シナリオとは、好ましい未来を
はっきり示すような規範的なシナ
リオではなく、いくつかの課題に
関連して実際に起こりうる可能性
のある将来が中立的に示されてい
るものである。
　シナリオ作成プロセスでは、
2020 年のバーデン・ヴュルテンベ
ルク州では IT およびメディア環境
はどうなっているかという将来像
について、次の 4 つを具体的課題
として検討している。
①　どのような新しい ICT 技術
が使われているだろうか。
②　ICT 技術によって労働環境
はどのように変わっている
だろうか。
③　バーデン・ヴュルテンベル
ク州の ICT 産業はどのよう
に発展しているだろうか。
④　専門教育や再教育に関して
IT とメディアはどんな効果
をあげているだろうか。
　4 種類の基本シナリオには、それ
ぞれ①～④の課題のいくつかが含
まれるが、シナリオ毎にその 1 つ
ずつが前面に押し出されている。
例えば、①の新しい ICT 技術はシ
ナリオ B に、②の労働環境はシナ
リオ A に、③の州の ICT 産業はシ
ナリオ D に、そして④の教育と
IT・メディアについてはシナリオ
Cに色濃く反映されている。そして、
それぞれの基本シナリオの構想を
具体的に示すために、主人公の日
常生活を描いたストーリーとして
その場面が描かれる。主人公の友
人や以前の勤務先を引き合いに出
すなどの工夫により対極的な場面
も描写されており、それらにより、
ストーリーの中立性が確保されて
いる。また、それぞれのストーリー
の中に出てくる個々の技術や装置
は、前年度に行われたデルファイ
調査 3）により、2020 年までには実
現しているであろうと予測された
技術や装置に相当している。
2─2
結論としての 4 種類の
ストーリー
シナリオＡ　「仮想環境を駆使して
柔軟に働く女性」
　機械製造会社から医療技術会社
に転職した女性ソフトウェアエン
ジニアＡさんの仕事は、製品の一
部となるソフトウェアの開発と統
合である。初出勤日には、IT サー
ビスチームの同僚から本人確認シ
ステムや自動文章管理や企業全域
の統合インテリジェントシステム
の説明を受け、ビデオ会議やプロ
ジェクト調整の支援ソフトウェア
についても説明を受けた。こうし
て、彼女の好みを取り入れてイン
テリジェント化したオフィス環境
が構成される。超高速インターネッ
トにより、ソフトウェアのリアル
タイム・シミュレーションが可能
で、世界中に分散したプロジェク
ト参加者の提案もオンラインで議
論できる。
　昼休みの同僚達との話し合いで、
Ａさんは、転職前の会社では人件
費削減や環境保護基準のために製
造部門を外国移転したが、先進的
な ICT やビデオ会議システムの導
入には消極的であり、今の職場環
境とは対照的であったことを話し
た。今度の職場は、外国のパート
ナーと仮想環境での会議も可能だ
し、在宅勤務で仕事をすることも
できる。同僚達の意見は一致しな
かったが、開発や計画の立案は州
内に残り、新たな顧客獲得の可能
性もあるので、生産のアウトソー
シングは州内の産業にとって問題
なさそうである。しかし、州の厳
しい環境基準は地域産業に有利に
働くのかそれとも地域産業の衰退
につながるのかという同僚達の議
論は続いた。
　Ａさんはオフィスに戻って、「コ
ンピュータ・トモグラフィ」の講座
を探してみたが、まだ提供されて
2  現実的な 4 種類の基本シナリオ
動の成果であり、中立的かつ具体
的なシナリオストーリーの提示と
いう特徴も持つ、FAZIT 研究報告
書第 15 巻の内容を紹介する。日本
でも地方自治体が地域の将来をイ
メージして住民に示している例は
あるものの、これほどまでに綿密
にシナリオ作成やロードマップ作
成を行った例は見られず、今後の
日本の地域予測の参考になると思
われる。なお、バーデン・ヴュル
テンベルク州の概況とその他のド
イツの予測活動に関しては、文末
の「参考」を参照されたい。
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いなかったので、「医療技術の基礎」
の再教育用 e─ラーニングを申し込
んだ。このような講座の内容は地
域の大学から安価で提供されてい
るものの、企業や公共部門にはもっ
と高度な内容の需要がある。教育
プログラムの提供という意味での
大学と産業界の知識移転はまだ充
分に機能していない。自分たちの
専門性を強化するため、よりレベ
ルの高い継続教育が必要だと彼女
は感じている。彼女は高資格の従
業員に属し、ICT 技術を使わない
従業員のグループとは区別されて
いる。彼女は新しい ICT 技術に関
心を持ちキャリア向上指向を持っ
ているが、そうでない人たちはど
ちらかというと娯楽のために新し
い ICT 技術やネットワークサービ
スを使っている。
シナリオＢ　「パワーを与えられた
ユーザー」
　製造会社の生産マネージャーの
B 氏は、朝の自動車通勤途中で高
速道路に入ると車両支援システム
の自動運転に切り替え、e メール
を読んだり、音声認識システムで
口述文章を自動で報告書にする作
業をした。また、フロントガラス
に映したディスプレイで読んだ電
子新聞で今日はフットボールの中
継があることがわかったので、仕
事帰りに息子と一緒に見に行く約
束をした。彼の乗るインテリジェ
ント自動車は、交通データを受信
して経路や駐車場を自動で決めて
くれる。
　B 氏の勤務する会社は、生産部
門の外国移転によって世界との競
争が可能になっている。しかし今
でも、研究と開発の大部分はこの
州の本拠地で実施されるか、また
は IT ネットワークシステムにより
本拠地から指示が出されている。
Ｂ氏がオフィスに到着すると、イ
ンドのソフトウェア開発者と国内
の地方支店の生産計画チームとの
ビデオ会議が始まった。会議後に、
コンピュータ画面やインテリジェ
ント・ホワイトボードで投影する
こともできる携帯パーソナル・コ
ミュニケータに、1 通の問い合わ
せが届いていた。州内でブームを
起こし世界的にも成功した新しい
環境企業からのヘッドハンティン
グの問い合わせだったが、今回は
辞退して以前の同僚を推薦してお
いた。その環境企業は、小型電子
装置のための代替エネルギー源の
開発と生産の専門家を探していた。
　午後 3 時に会社を出て、息子と
一緒に宮殿広場でフットボールの
3 次元中継放送を見た。インテリ
ジェント・プロジェクタが選手と
その周囲のホログラムをリアルに
投影しており、試合が行われてい
るオリンピック競技場にいるかの
如く感じた。帰路の情報は無線で
インテリジェント・ハウスの中央
制御装置に送られ、家の暖房と家
庭用メディアサーバの電源が自動
で入るようになっている。このサー
バには家族のプライベートなビデ
オや e メールなどのあらゆるメ
ディアが保存されている。帰宅後、
ネットワーク化したホームオフィ
スで、南米の生産設備の整備プロ
トコルを詳しく調べる仕事を片付
けた。息子のほうも、マルチメディ
アで用意されたオンライン講義を
早送りしながら復習し、試験準備
をしている。この教育プログラム
は目的に合った教育を保証してお
り、将来的に雇用主となるような
企業も参加して学習計画が組まれ
ている。
シナリオＣ　「科学の新しいエリー
ト」
　Ｃ氏は、優良校に分類されてい
るカールスルーエ大学で、インテ
リジェント環境のソフトウェア科
の教授を務めている。今日は朝か
ら大学院生のための新しい教材モ
ジュールの制作に取り組んでいる。
このモジュールは高度な実用性を
備え、例えば、センサ・ソフトウェ
ア・転送方法・端末などの組み合
わせさえ決めれば、学生用の教材
を企業側でも作ることができるソ
フトウェアである。この大学は民
間企業と密接にコンタクトをとり、
学生と研究者双方のキャリアチャ
ンスに好影響を及ぼしている。Ｃ
教授は、システム設計以外にも必
要な実物教材・ソフトウェア・装
置や実験設備の共同利用などにお
いて、民間企業から支援されてい
る。
　Ｃ教授が出席したコロキウムで
は、出席者は講義で使われる動画
やシミュレーションをラップトッ
プパソコンや PDA（個人用携帯端
末）でリアルタイムに見ることがで
きる。また、他の場所から遠隔聴
講する参加者のパソコンや PDA
にもアドホックネットワークに自
動でつながる。後でこの講義を呼
び出して、試験の準備や自主的な
e─ラーニングとして使うこともで
きる。
　このあと、Ｃ教授が進めている
研究プロジェクトの進捗について
同僚と話し合った。特に 2 つの研
究に力を入れており、ひとつは娯
楽分野の没入型システムとバー
チャルリアリティ要素を伴う 3D
ロールプレイングの研究である。
もうひとつは意図の認識、すなわ
ちセンサや動作プロフィールや生
体情報を使って人間の行動を認識・
予知する方法の研究であり、こち
らの方はテロリストの意図を認識
して前兆段階で阻止するような使
い方もできる。消費財産業・デパー
ト・自動車産業などが、これらの
プロジェクト研究で得られる成果
に強い関心を持っている。
　Ｃ教授は今の境遇に満足してい
るが、優良校に分類されていない
他の大学で働く人たちは州や企業
からの財政支援が少ないことや、
研究ではなく主として教育に従事
しなければならないことに不満を
感じている。
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シナリオＤ　「実験フェーズ後の
ICT分野」
　Ｄ氏は、IT サービスの中堅企業
の経営者である。今日は、分散プ
ロジェクト業務に使うコンピュー
タ支援の共同業務ツール（CSCW
ツール）を新しい自由契約社員に説
明するつもりである。2 年前から
行ってきた仮想労働形態に関する
大がかりな試行実験で、仮想会議
室や共働ソフトウェアを使った労
働環境などの様々な自動化装置を
テストしたが、結局はこの CSCW
ツールだけを採用するにとどまっ
た。これ以外は成果や効率が改善
されず、コスト削減にもつながら
なかったからである。この企業の
専門知識は、むしろ顧客やパート
ナーとの個人的な接触や直接の交
渉により活きるので、結局は従来
の方法に戻すことに決めた。ただ
し、自動化装置を導入して役立て
ている IT 企業やメディア企業も多
く、従来方法に戻すという選択は
この企業固有の事情によるところ
が大きい。
　Ｄ氏の会社は、過去にはウェブ
サイトの構築や企業ネットワーク
のプログラムの仕事を手がけてい
たが、現在では「人間工学的なナビ
ゲーションシステム」と「自動車へ
のウェブサービスの導入」の事業を
展開しており、自動車産業が主な
取引先となっている。外部の専門
家は適応システムに将来性がある
と提案していたが、新しい種類の
自動ネットワークや自動端末や適
応システムは、実際のところ、ユー
ザーにはあまり受け入れられな
かったようだ。結果的には、本人
確認や立ち入り制限などの安全分
野でのみ、それらの技術が定着し
た。位置情報サービスなどの技術
もテストされたのだが、ユーザー
数が少ないため、価格的な問題で
商用サービスとしては定着してい
ない。個人情報悪用やスキャンダ
ルにより、最近の消費者はますま
す用心深くなってきている。一方
で、知人やコミュニティ内のソー
シャルウェブの利用は活発であり、
Ｄ氏の会社でもそちらで新しい
サービスを開発中である。例えば、
非商業的プラットホームを使った
会員限定の自動車相乗り者紹介シ
ステムなどが有望と考えている。
　Ｄ氏の会社は、近隣の大学を訪
問してリクルート活動を行ってい
るが、教育への関与や共同研究な
どの産学交流の実績はあまりない。
また、会社や大学での e─ラーニン
グもほとんど機能していない。多
くの教材はオンライン提供されて
いるのだが、クリエイティブには
感じられないのか、社員や学生に
はあまり利用されていない。また、
これらを最新のインテリジェント
システムに置き換えるには資金が
足りない。
2─3
4 つのシナリオの
それぞれの特徴
　上記のシナリオＡでは、ICT の
導入により 2020 年に勤労社会がど
う進展し労働環境がどう変化する
かが中心に述べられ、それに関連
した産学連携や専門教育の話題も
加えられている。生産分野のアウ
トソーシングや IT ベースでの海外
調達の話題も入っている。シナリ
オＡでは労働環境の仮想化は進展
しているが、新しい ICT 技術が一
貫して受け入れられているという
ことではなく、2020 年の状況はか
なり不均一であることを示してい
る。これは、技術革新に対する住
民の個人的見解はさまざまであっ
て、それらが職場・教育・個人生
活における ICT 技術の受容性に影
響し、各人に応じて労働と教育の
仮想環境が導入されるためである。
したがって、このように IT 技術の
恩恵を受ける人と受けない人にば
らつき（格差）が生じている。IT お
よびメディア部門の開発に大きな
指針が欠けていれば、互いに調和
した利益も目的の基準も存在しな
くなるという問題点を浮かび上が
らせている。シナリオＡのような
場合は、経済および社会にかなり
の細分化が起こると予測される。
大学と企業の間のネットワーク化
が進展せず、両者の間に知識移転
がほとんど見られないこともこの
シナリオの特徴であり、専門家育
成の現場に最新の教育を施せない
という状況にある。
図表 1　4種類のシナリオのイメージ図
出典：参考文献2）
 㩿㪘㪀㩷 㩿㪙㪀㩷㩿㪚㪀㩷 㩿㪛㪀㩷
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3  予測の方法とプロセス
3─1
方法論的アプローチ
～手順の概観～
　この調査の目的は、バーデン・
ヴ ュ ル テ ン ベ ル ク 州 に お け る
ICT・メディア部門の将来の進展
に関して、できる限り多くを把握
し考慮することである。したがっ
て、通常のシナリオ作成で見られ
るような個人ないし少数の議論で
一方的な進展方向を提案するだけ
では不充分と考えられる。ここで
は、探求的な複数の手法を併用し
て、可能な進展方向を列挙し、かつ、
それらの相互作用の影響までも考
慮しようとしている。
　今回の探求的シナリオを構築す
るために、（1）問題と環境の解析、
および関連する影響フィールドの
規定、（2）ディスクリプタの決定と
その裏付け調査、（3）ディスクリプ
タの可能な進展方向の議論と集計、
（4）進展方向の関連性と整合性の評
価、（5）ソフトウェア支援よるシナ
リオ数評価とマッピング、（6）進展
方向の結果の将来像への言い換え、
という 6 段階のステップをとって
いる（図表 2）。それぞれの詳細に
ついて次節以降に述べる。
3─2
 影響フィールドの規定
　バーデン・ヴュルテンベルク州
　シナリオＢでは、プライベート
環境における新しい ICT 技術の多
様な利用可能性が描かれており、
労働環境や教育環境におけるイン
ターフェースも登場している。ス
トーリー全体としては、前向きな
ムードと技術に関する期待が支配
的であり、ネガティブな傾向は述
べられていない。シナリオＢでは、
ネットワーク技術が生活の多くの
場面に浸透し、常時接続の社会が
現実のものとなり、状況と場所に
応じたサービスを受けることが可
能となっている。仕事と教育と娯
楽のバーチャル環境も大きく進展
している。技術革新に対して住民
は一貫して前向きな姿勢を示し、
それが技術の発展を促すという好
循環を生んでいる。さらに、住民
の専門知識も非常に高度になって
おり、新技術やメディアの利用に
より、さらに広範囲の専門知識が
得られるというメリットも享受し
ている。学生達は良好な専門教育
を受けており、その教育は個々の
学生の将来の専門性を保証する。
高度な ICT 技術は、外部生産の効
率化などに有効に使われ、省エネ
ルギー政策や環境保護政策も新技
術を促進させる方向に有利な影響
を及ぼしている。シナリオＢは、
住民の社会的・団体的結束力が保
たれる唯一のシナリオである。
　シナリオ C は、ICT 分野での専
門教育や研究を通じての産学協力
を描いている。このシナリオＣで
は、科学や技術分野、とりわけ応
用技術での知識の移転が重要な
キーポイントとなっている。2020
年には大学と企業の間で多様な協
力関係が見られる一方で、大学は
優良校と非優良校に 2 分されてい
る。高度な革新は社会の分裂を引
き起こすという問題も指摘してい
る点では、シナリオＡと類似して
いる。有能で高効率な研究者や企
業が存在する一方で、住民の大部
分はダイナミックな ICT 技術の発
展に関与していない。例えば、労
働や教育のバーチャル環境の導入
を断念している企業も多い。住民
は、技術革新に対して興味や知識
があるものの、受容度は必ずしも
高くなく、このことが社会の分裂
が起きる原因となっている。この
ような将来への懐疑の目が印象的
である。しかし、大学と企業の知
識移転のための様々な手段が導入
され、専門教育も成功しているこ
とが、この地域の利点となる。
　シナリオ D では、バーデン・ヴュ
ルテンベルク州の ICT 産業の発展
が述べられる。このシナリオＤで
は、2008 年の時点で考えうる IT
技術やメディア技術でも、そのす
べてがビジネスモデルとしての成
功につながるわけではない、とい
う前提から出発している。様々な
ICT 技術が 2020 年までに開発され
るが、予測されていたような社会
の変化の多くはまだ起こらず、
2020 年までの ICT 技術開発期間は
あくまで試行期間とみなされてい
る。シナリオＤは全体として、他
のシナリオより悲観的である。特
に、労働とプライベート環境にお
いて、導入できるはずと思われる
新しい ICT 技術が、しばしば受容
されずに停滞している様子が描か
れている。技術革新に対する住民
の受容度は低く、むしろ多数の住
民がデジタル化に抵抗している。
新しい技術も必要最小限度しか導
入されず、ユビキタス社会とはほ
ど遠い状況である。このシナリオ
Ｄは、小さなグループや団体内部
での結束という形で特徴付けられ、
社会全体としては分裂状態となる。
e─ラーニングのような革新的教育
方法は普及せず、ビジネスにおい
ても人と人が直接に触れ合うこと
の重要性が強調されている。
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の IT とメディア部門にとって重要
な影響ファクターを抽出する出発
点として、まず、現状の ICT モニ
タリング結果の選別や、いくつか
の未来予測研究とその他のシナリ
オプロセスを分析している。その
中から、「影響フィールド」を導き
出すために、以下のような課題を
検討した。
1）　2020 年のバーデン・ヴュル
テンベルク州では、IT およ
びメディア環境はどのよう
な様相だろうか。
2）　どのようなテーマが特に重
要で、どのような部門が
ICT の発展と関係し、それ
によってバーデン・ヴュル
テンベルク州の状況は他の
州と異なる特徴がみられる
だろうか。
3）　どのような IT およびメディ
ア技術が将来のバーデン・
ヴュルテンベルク州の市民と
企業に利用されているだろう
か。そして、それらは市民の
生活や仕事をどのように変化
させているだろうか。
4） バーデン・ヴュルテンベル
ク州の発展のために、IT お
よびメディア部門がどのよ
うな重要性を持つだろうか。
　プロジェクト内の 1 日間のワー
クショップで、上の課題を検討し、
IT・メディア部門の発展に決定的
影響を及ぼす 6 種類の影響フィー
ルド（図表 3）を確定した。6 種類の
影響フィールドのなかには、技術
発展そのものに関するものと国家
的枠組みのものが 1 種類ずつある
が、残り4種類は全てバーデン・ヴュ
ルテンベルク州を意識した地域的
な影響フィールドとなっている。
3─3
ディスクリプタ（記述子）とそ
の進展方向および可能性
　6 種類の影響フィールドのそれ
ぞれに関して、トレンドあるいは
ディスクリプタ（記述子）を作成す
るために、2006 年 11 月 28 日に専
門家を集めたワークショップが行
われた。科学および工学の研究者
や IT・メディア産業界に所属する
約 40 名の専門家を招待し、実際に
は 18 名の専門家が参加した。ワー
クショップでは、2 つのワーキン
ググループに分かれて一連のディ
スクリプタを抽出し、それらの将
来的な進展方向のいくつかの可能
性が議論された（図表 4）。また、
最初と最後の全体討論では、IT お
よびメディアの将来にとって最も
重要なテーマとバーデン・ヴュル
テンベルク州の強みについても議
論された。ワークショップ後に、
確定されたディスクリプタと進展
方向について、文献データや内部
の専門家の知見による裏付け調査
と根拠付けが行われた。
　前出の 4 種類のシナリオストー
リーは、図表 4 に示した合計 20 の
ディスクリプタに基づいて作成さ
図表 2　シナリオプロセスの全体手順
出典：参考文献2）
（1） （2） （3） （4） （5）
影響フィールドの規定 ディスクリプタの決定 進展方向の議論 関連性・整合性の評価 シナリオ数評価とマッピング
図表 3　2020 年のバーデン・ヴュルテンベルク州（BW）に
　　　  おけるITおよびメディア環境に対する6種類の「影
　　　  響フィールド」
出典：参考文献2）
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図表 4　各ディスクリプタと可能な進展方向、およびその可能性（単位：％）
ディスクリプタ 進展方向 シナリオ
技術的適用分野の発展 Ａ Ｂ C D
#1　技術的なネットワーク化
（1a）　常時オンが現実になる
（1b）　オンデマンド化と顧客主導のネットワーク化
2
98
29
71
0
100
0
100
スビーサてじ応に況状・所場 　2#
提供する適応システムとセン
サ
（2a）　幅広い導入
（2c）　適所での応用
51
49
94
6
22
78
0
100
#3　仮想的な仕事と教育の環境
（3a）　仮想的な環境が幅広く導入される
（3b）　仮想的な環境が適所に導入される
47
53
73
27
17
83
44
56
#4　仮想的な娯楽の環境
（4a）　仮想的な環境が幅広く導入される
（4b）　仮想的な環境が適所に導入される
100
0
100
0
100
0
2
98
地域的な需要構造
開るす対に新革の民住州WB 　5#
放性（新しい利用の受容）
（5a）　一貫した受容
（5b）　振る舞いに表れる興奮
（5c）　オフライン
32
66
2
98
2
0
9
91
0
0
60
40
設、算予のへアィデメの民住 　6#
備と専門知識
（6a）　メディアの予算が急増する
（6b）　少ない予算、高い専門知識
0
100
53
47
4
96
0
100
#7　自給できる地域社会の成立 （7a）　独立した社会が重要となる 94 98 100 94
地域的な経済構造
ので門部存既るけおに州WB 　8#
ICT の導入
（8a）　強化された ICT の導入
（8b）　一部のみ成功した ICT の導入
（8c）　海外調達と生産部門のアウトソーシング
（8d）　他の影響因子
0
9
64
28
41
2
57
0
4
13
43
39
0
0
52
48
の業産アィデメ・TIの州WB 　9#
発展
（ 主が門部アィデメ／く向に場市際国が済経TI 　）b9
導的部門になる
く向にけだ門部存既が済経TI 　）c9（ ／メディア部門
が主導的部門になる
く向に場市際国が済経TI 　）d9（ ／メディア部門が重
要性と明白さを失う
43
53
4
78
22
0
43
52
4
0
0
100
のてしと点地立ぶ及に門部各 　01#
BW州の重要性
（10a）　全てのビジネスがローカルである 100 100 100 100
社会的・国民経済的な枠組み条件
#11　社会的な結束
（11a）　上昇気流に乗ったコミュニティ
（11b）　社会の分裂
34
66
65
35
4
96
21
79
題問ーギルネエと護保境環 　21#
（気候変動と化石燃料の終焉）
済経ツイド存既は策対ーギルネエと護保境環 　）a21（
を損なう
さ進促を術技新は策対ーギルネエと護保境環 　）b21（
せてサイトを強化する
100
0
12
88
0
100
88
13
#13　仕事・生活のバランス
（13a）　仕事と私生活の境界のあいまい化
（13b）　高度の柔軟性
（13c）　引きこもり（プライベートへの逆行）
21
49
30
22
63
16
30
26
43
10
50
40
地域的な科学・研究構造
#14　科学や企業のネットワーク化
（14a）　このサイトで知識移転が決定的に成功する
（14b）　知識の移転が限定的にのみ行われる
2
98
88
12
100
0
15
85
#15　先端研究と知識へのアクセス
（15a）　エリート間の競争により州経済が発展する
（15b）　知識および教育への幅広いアクセス
36
64
14
86
78
22
42
58
利アィデメチルマの容内習学 　61#
用とオンライン化（e ラーニ
ング）
（16a）　eラーニング学習の日常的構成要素になる
（16b）　eラーニングは特定分野だけで導入される
（16c）　eラーニングが実証されていない
2
74
23
24
57
20
0
87
13
0
0
100
#17　将来分野のための専門教育
（17a）　将来のテーマについて教育の成果が上がる
（17b）　重要な新分野がカバーされない
77
23
98
2
100
0
94
6
州の政策の枠組み設定
#18　革新に関する政策
向指たっ偏のへ門部存既の策政州 　）b81（
（18c）　州政策の新規部門に偏向と既存部門の軽視
6
94
10
88
0
100
100
0
シニイの州のへアィデメ・TI 　91#
アチブ
（19a）　IT・メディアをテーマとした積極的な関与
（19b）　IT・メディアが他に比べて低いテーマとなる
11
89
41
59
0
100
0
100
トスラフンイのアィデメ・TI 　02#
ラクチャーへの支援
（20a）　州がインフラストラクチャーの構築に参加
（20b）　民間経済活動が主体
2
98
8
92
13
87
0
100
出典：参考文献2）
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れている。それぞれのディスクリ
プタは 2 ～ 4 種類の進展方向を有
しており、合計 51 種類の進展方向
がある。そのうち、一貫性や整合
性がないと後に判断されたものを
省略して、結果的に図表 4 のよう
に 44 種類の進展方向が記入されて
いる。また、図表 4 には、解析結
果から得られた進展方向の可能性
（フィージビリティー）の数値を A
から D までのシナリオごとに記入
してある。数値の単位はパーセン
トで、ディスクリプタごとの進展
方向の合計数値が 100 となる。各
ディスクリプタの進展方向の将来
像への言い換えやシナリオとの関
係は、報告書ではストーリーに続
くシナリオ説明の章で述べられて
いるが、本稿ではこの関係をシナ
リオプロセスの順序どおり最後に
述べる。なお、上記の専門家によ
るワークショップの結果を、2007
年 5 月～ 6 月に行われたデルファ
イ調査の課題設定としても利用し、
その FAZIT─デルファイ調査の結
果 2）を本報告書のシナリオ作成に
も利用している。
3─4
整合性の評価
　図表 4 の #1 から #20 までの 20
種類のディスクリプタに関して、
合計 51 種類の考えうる進展方向の
整合性や一貫性を評価するために、
フラウンホーファー・システム革
新研究所（FhG／ISI）の専門家 6 名
が参加して、1 週間の作業ワーク
ショップを行った。まず、異なる
ディスクリプタの複数の進展方向
の整合性を、5 段階評価で点数化
した（図表 5）。2 つの進展方向に全
く整合性がなく相互に矛盾してい
る場合は「1」、一部しか整合性のな
い場合は「2」、どちらとも言えない
場合は「3」、ほぼ整合性がある場合
は「4」、強い関連性がある場合は「5」
という評価となる。特に、「1」のよ
うに矛盾が生じる場合には、2020
年に両方の進展方向を同時には想
像できないため、その組み合わせ
はシナリオ作成において排除され
る。
　4 種類の進展方向を持つディス
クリプタが 2 つ、3 種類の進展方
向を持つディスクリプタが 7 つ、2
種類の進展方向を持つディスクリ
プタが 11 あるので、5 段階評価で埋
めるべき「ます目」は合計で 1,231（＝
{ 4 ×（ 5 1 －4 ）×2 ＋3 ×（ 5 1 －3 ） 
×7＋2×（51－2）×11}÷2）個ある。 
この方法では、ポジティブな方向
の整合性だけでなく、ネガティブ
な方向での整合性も数えられる。
このようにして評価した整合性は、
次節で述べる進展方向に対する組
み合わせを絞り込むための資料お
よび必要なシナリオ数を決めるた
めの因子分析法の資料として用い
られた。
3─5
マッピングとシナリオ数の
評価
　4 種類の進展方向を持つディス
クリプタは 2 つあり、それぞれが
（a）から（d）までの 4 種類の進展方
向があるために、合計で 16 種類の
進展方向がある。これに加えて、3
種類の進展方向があるディスクリ
プタが 7 つあり、2 種類の進展方
向があるディスクリプタが 11 ある
ために、合計 51 種類の進展方向に
対するあらゆる組み合わせは、
71,663,616（=42 × 37 × 211）通りも
存在する。それぞれの組み合わせ
を「予測パケット」と呼んでおり、1
つの予測パケットには 20 のディス
クリプタに対しての進展方向が 1
つに定められている。このままで
は予測パケットの数が多すぎるた
めに、その数を絞り込むプロセス
が必要となる。この予想パケット
の中には、5段階評価で整合性が「1」
と評価され、完全に整合性がなく
お互いに矛盾する組み合わせも含
むため、まず、整合性評価が「1」の
組み合わせを含む予想パケットを
排除した。次に一部しか整合性な
しと評価された「2」の組み合わせを
10 以上含む予想パケットを排除し
た。整合性が「5」と評価された組み
合わせを多く含むものを中心とし
て、最終的に 168 の予測パケット
が残された。
　次に、この 168 の予測パケット
でいくつのシナリオが描けるかと
いう評価を、次の 3 種類の方法で
試みている。整合性の 5 段階評価
を相関行列（51 行 51 列の対称行列）
としてその固有値で因子数の分析
をする因子分析法（スクリープロッ
ト）、樹状図（デンドグラム）を用い
た階層化クラスタ法、そして予測
パケットの類似性を 3 次元空間の
距離で表したマッピングの 3 種類
の方法が試みられ、結果的に可能
なシナリオ数は 4 種類という結論
を出している。
　予測パケットの類似性のマッピ
ングを 2 次元に投影したものが図
表 6 である。それぞれの点は 1 つ
の予測パケットを表し、2 次元投
影したために重なって見えるもの
もあるが、4 つのどのシナリオに
属するのかが分類されている。1
つの予測パケットには 20 のディス
クリプタに対応する 20 の進展方向
が存在する。従って、あるシナリ
オの 1 つのディスクリプタに着目
すると、（a）や（b）という複数の進
展方向が含まれる。その割合を基
本に他の要素も考慮して、その進
展方向のフィージビリティーを
パーセントで示した数字が、図表
4 の右側に示した数値に相当する。
3─6
ディスクリプタの進展方向と
シナリオの構築
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　報告書では、各シナリオのディ
スクリプタ毎の進展方向の可能性
評価（図表 4 の右側に示した数値）
を将来像に言い換える、という方
法で各シナリオストーリーにつな
げている。図表 3 に示した 6 つの
影響フィールドのそれぞれについ
ての議論を行っているが、そのう
ち、特に地域の特徴を意識した 2
つの影響フィールドについての議
論を以下に紹介する。以下で # 記
号で示した番号は、図表 4 に記入
してあるディスクリプタの番号で
ある。これらを見ると、各シナリ
オの全体像と要素との関係がより
明確にわかる。
「地域的な需要構造」の影響フィー
ルドについての議論
　シナリオ A では、技術革新に対
する住民の様々な個人的見解が、
職場・教育・個人生活における
ICT技術の受容度に影響する（#5）。
各人・各界の受容度に応じて仕事
や教育に仮想環境が導入されるた
め、全体としてはかなりのばらつ
き（格差）が生じる。住民はメディ
アにあまりお金を使わないが、そ
れでも住民は高度なメディア技術
に対する知識は持っている（#6）。
　シナリオ B では、技術革新に対
する住民の前向きな姿勢が一貫し
て示され、新技術の利用もほとん
ど全ての住民に受容される（#5）。
住民の多くは、メディアのために
かなり多額の予算を使い（#6）、技
術の発展にも有利に作用する（#1
～ #4）という好循環を生んでいる。
さらに、住民の専門知識は非常に
高度であり、新技術やメディアの
利用により、さらに広範囲の専門
知識が得られるというメリットも
享受している（#14 ～ #17）。
　シナリオ C では、技術革新に対
する住民の興味や知識はあるが受
容度は必ずしも高くはなく（#5）、
メディアに使われる金額も多くは
ない（#6）。このことは、技術革新
により恩恵を受ける一部のエリー
ト層とそうではない大多数の一般
大衆に社会の分裂が起きる（#11）
ことを予感させる。
　シナリオ D では、技術革新に対
する住民の受容度は低く、かなり
多数の住民がデジタル化に抵抗す
る（#5）。したがって、住民がメディ
アのためにあまり投資せず（#6）、
新しい技術も必要最小限度の場所
でしか導入されない（#1 ～ #4）。
全体としてはユビキタス社会とは
ほど遠い。
　なお、4 つのシナリオの共通点
としては、自給できる独立した社
会が重要となる（#7）ことが挙げら
れる。
「地域の科学・研究の構造」の影響
フィールドについての議論
　シナリオ A では、大学と企業の
ネットワーク化は進展せず知識移
転はほとんど見られない（#14）。大
学は企業の要求とは無関係な研究
を行い、企業も長期的な研究に興
味を示さない。州の科学政策は知
識と教育への市民の幅広いアクセ
スを可能にしている（#15）ものの、
先端研究は一部のエリートにより
行われるという傾向も見られる
（#15）。特定の分野では e─ラーニ
ングが導入されるが、多くの分野
では学習方法のマルチメディア化
や オ ン ラ イ ン 化 は 断 念 さ れ る
図表 5　進展方向の整合性評価のイメージ図
参考文献3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
　あるディスクリプタの進展方向（xa）、（xb）、（xc）と別のディスクリプタの進展方向
（ya）、（yb）、（yc）、（yd）の整合性を 5段階で評価する。
 ディスクリプタ #ｘ ディスクリプタ #y #z 
(xa) (xb) (xc) (ya) (yb) (yc) (yd) (za) (zb) 
(xa) 
(xb) 
(xc) 
(ya) 
(yb) 
(yc) 
(yd) 
(za) 
(zb) 
 
ディスクリプタ 
#x 
 
ディスクリプタ 
#y 
ディスクリプタ 
#z 
図表 6　168 個の予測パケットのマッピング
出典：参考文献2）
シナリオＡ 
シナリオＤシナリオＢ 
シナリオＣ 
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4  4つのシナリオの共通点と相違点
　4 種類のシナリオに共通する進展
方向は、図表 4 の右側の数値から明
らかなように、「（10a）全てのビジネ
スがローカルである」と「（7a）独立し
た社会が重要となる」という、地域
経済と地域社会のあり方に関する
重要なトレンドである。このことか
ら地域内でのつながりはますます
重要となり、将来には州内に多くの
ローカルな地域コミュニティが現
れると予想される。これらの地域コ
ミュニティでは、例えばエネルギー
や食料においては世界市場から独
立しており、新しいやり方で互いに
ネットワーク化されることで、需要
と供給が地域化する。地域内へと向
かうトレンドは過去への後戻りを
意味するのではなく、新しい ICT
手段を利用し、環境や安全を配慮し
たイノベーションへの推進要素と
なる。
　進展方向の共通点は、「科学が新
しいテーマを採り上げるのに成功
する」と「既存部門の生産のアウト
ソーシング」との組み合わせにも見
いだせる。州内の研究所や教育機関
の将来への適応能力は高く、新しい
研究テーマで研究開発を進めるこ
とが可能である。しかし同時に、既
存産業の生産の一部の海外移転は
避けられず、IT 産業でもアウトソー
シングは起きる。高度な ICT が導
入されればされるほど、その影響は
大きく、州内の産業構造の変化が促
進される。
　このようなグローバル化への動
きと地域化への動きは一見矛盾し
ているようにも見える。しかし、高
度な ICT の導入は、研究と開発の
拠点としてのバーデン・ヴュルテン
ベルク州にとっては有益であり、同
時に地域コミュニティの発展にも
有効である。対象が異なるだけで
あって、トレンド自体は同様な方向
を示していると解釈される。
　4 つのシナリオには、大きな相違
点も存在する。特に著しい違いは、
「革新に対する住民の開放性（#5）」
と「社会的な結束（#11）」に関してで
（#16）。専門教育は、将来テーマ
の特定や統合などにより一応の効
果をあげるが、既存分野への特化
が原因で重要な新トレンドを採り
上げることに失敗することも多い
（#17）。
　シナリオ B では、多くの分野で
大学と企業の知識移転は成功して
いるが、そうでない分野も存在す
る（#14）。知識と教育への市民の
幅広いアクセス機会が用意される
（#15）ため、エリート層による先
端研究は重要視されている（#15）
が、エリート層と一般層が分断さ
れてはいない（#11）。e─ラーニン
グについては、適宜導入されてい
るものの、明確な方向性がない
（#16）。専門教育は、個人の将来
のテーマを特定するものであり、
その意味で学生達は良好な専門教
育を受けている（#17）。
　シナリオ C では、大学と企業の
間に知識移転のための様々な手段
が導入されており（#14）、研究や
教育は科学や産業教育が要求する
ものとよくマッチし（#14）、専門
教育も成功を収めている（#17）。こ
れらのことがこの地域の決定的な
利点となっている。エリート間の
競争で州経済は発展する（#15）が、
一方、e─ラーニングは特定分野で
しか実施されない（#16）など一般
大衆が先端知識にアクセスできる
機会は少なく（#15）、情報格差社
会 と な る 危 険 性 が 指 摘 さ れ る
（#11）。
　シナリオ D では、産学での知識
移転は限定的であり（#14）、困難
な状況にもかかわらず将来分野で
の専門教育は比較的効果を上げて
いる（#17）。e─ラーニングなどの
ような革新的教育方法は普及しな
い（#16）。
図表 7　新技術の受容性と社会の分裂を軸としたシナリオ
　　　  の相違点
出典：参考文献2）
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てよい。つまり、シナリオ D のよ
うな悲観的な展開を避けるために
は、新しい ICT 技術の利用に対す
る住民の受容性を高めることと、情
報格差を含めて社会の分裂を避け
ることが重要である。
　また、そのほかには、「IT 産業の
国際化戦略」「インタラクティブな
メディア製品の開発と提供」「社会
のネットワーク化をもたらす技術
的インフラストラクチャーの創造」
の 3 点が重要であるとしている。既
存の製造産業が危機に陥った場合
には、IT 企業も巻き添えになる可
能性がある。その場合に、企業内部
での医療技術やエネルギー分野な
どの新分野への展開という事業の
あり、その違いによってシナリオが
全く異なっている。「新技術の受容」
と「新技術への懐疑」、そして「社会
の分裂」と「上昇気流に乗ったコミュ
ニティ」の組み合わせを座標軸とし
て図表 7 で表すと、シナリオ B と
シナリオ D は対極的な位置に来る。
シナリオ A とシナリオ C は、基本
的にはシナリオDの位置（すなわち、
新技術への懐疑と社会の分裂）に来
るが、シナリオ D ほどの明確さは
ないため、図表 7 には記載されてい
ない。このようなシナリオの大きな
相違点にこそ、IT 産業の立地点と
してのバーデン・ヴュルテンベルク
州の競争力についての、将来の最も
重要な課題が示されていると考え
　ドイツ連邦共和国は歴史的な事
情も絡み地方分権が発達しており、
大都市も分散して均衡のとれた国
土となっている。一方、我が国は
東京圏への一極集中が進んでむし
ろ不均衡になり、特に科学技術の
進展という面においては、地方分
権が実質的に機能しているとは言
いがたい。地域や地方の活性化に
5  所　感
は、目先の対策ではなく、その地
域の特性分析に基づいた長期の予
測と展望が重要であり、その意味
で FAZIT 報告書は良い参考にな
ると思われる。また、その地域で
衰退すると予測される既存産業が
あるならば、産業構造をどのよう
に転換すべきかを検討し、成功し
たときの予測シナリオとそうでな
いときの予測シナリオを比較検討
し、その要因を分析するという手
法も大いに参考になる。本稿で紹
介した FAZIT 報告書は対象を情
報とメディア産業に限っているが、
当然ながら、この手法はそれ以外
の新しい産業の地域予測にも十分
適用できるものである。
バーデン・ヴュルテンベルク州の
概況
　連邦制をとるドイツは 16 の州か
ら構成されており、基本法に則り
つつ分権統治が行われている。研
究開発においても、約 3 割を占め
る公的負担のうち連邦政府と州政
府の負担が半々であり、州政府の
役割が大きい。
　バーデン・ヴュルテンベルク州
はドイツの南端に位置し、フラン
スおよびスイスと国境を接する。
ボッシュ、ダイムラー、ポルシェ
等の自動車産業を中心としたグ
ローバル企業の本拠地であり、州
都シュトゥットガルト周辺を中心
に日本の製造業の進出も数多い。
州内産業の売上げ割合は、自動車
産業が 15.8％、機械産業が 9.9％に
対して、IT・メディア産業全体で
6.8％となっている 5）。多くの高等
教育機関や主要研究機関を有し、
バイエルン州（州都：ミュンヘン）、
ノルトライン・ヴェストファーレ
ン州（州都：デュッセルドルフ）と
並んで研究開発の盛んな地域であ
る。バーデン・ヴュルテンベルク
州は、面積や人口はドイツ全体の
1 割程度であるが、研究開発支出
（その 8 割が産業界）や特許申請件
数においては約 3 割を占める。
ドイツにおける予測活動
　欧州では、欧州委員会の主導の
下、ネットワーク運営（活動モニタ
リング）・マニュアル整備・会議開
催等の予測活動支援の取り組みが
なされ、欧州全体あるいは各国・
地域で様々な予測プロジェクトが
＜参考＞　地域予測実施の背景
再構築とともに、外国企業との国際
的な取引関係も重要な鍵になる。特
にメディア産業は、メディア間の融
合による進展に徹底して標準を合
わせ、印刷やインターネット関連で
の従来からの強みを活かして、イン
タラクティブメディアという概念
を構築することが重要である。「常
時オン」状態の社会を実現するため
には、全住民へのテレコミュニケー
ションネットワークの提供、インテ
リジェント交通情報システム、オン
ラインラーニングなど、社会のネッ
トワーク化をもたらす技術的イン
フラストラクチャーの整備が重要
となる。
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バーデン・ヴュルテンベルク州の概況
面積：約 35,751 km2 （10％、第 3位）
人口：約 1,075 万人 （13％、第 3位）
州都：シュトゥットガルト
GDP：3,530億ユーロ （15％、第 3位）
研究開発支出：144億ユーロ
 （25％、第 1位）
（GDP比4.28%に対して連邦では2.54％） 
特許出願件数：13,638件 （29％、第1位）
高等教育機関：68校 （17％、第 1位）
主要研究機関：
マックスプランク下の研究機関数12、
フラウンホーファー下の研究機関数
15、等
（　）内は、国全体に占める割合と 16 州
中の順位
データ出所：参考文献7～ 9）
実施されている。2007 年のモニタ
リングレポート 10）では、EU 加盟
27 か国を始め、計 56 か国、9 地域
（欧州、アジア等）のプロジェクト
情報を基に分析がなされている。
これによると、分析対象 517 事例
のうち、70% 程度が国を対象とし
ており、国内地域を対象としたも
のは 15% 程度である。しかし、ド
イツではここ 10 年間で国内の地域
を対象とした予測活動が活発化し、
同レポートによれば国内地域の予
測が半数（39 プロジェクト中 19）を
占める。
　ドイツは、1990 年代始めから教
育研究省（BMBF）が国レベルの予
測プロジェクトを実施している。
2001 年から実施された Futur11）は、
多様な関係者が議論を重ねて将来
の研究テーマを見出すという参加
型手法が注目された。2007 年から
は新しいプロセスが開始され、現
在はその最終段階にある。国内地
域レベルでは、本稿で紹介するバー
デン・ヴュルテンベルク州のほか、
バイエルン州、ラインラント・プ
ファルツ州、ザクセン・アンハル
ト州等で予測プロジェクト事例が
ある。
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1  はじめに
科学技術動向研究
北極域環境の研究体制における
日本の課題
大畑　哲夫
客員研究官
　北極地域の最近の環境変化、特
に海氷の急激な減少は、新聞・テ
レビ等でも報道され、世界各国の
多くの国民の関心を呼んでいる。
生態系への影響 1）とともに周辺大
陸域への気候学的影響が発生して
いること、北極海航路・資源など
人間活動に大きな影響が考えられ
ること 2）などが、北極域への注目
を拡大させている。
　そもそも北極地域が、地球全体
および日本にとって、どのような
意味を持つ地域かを記述したい。
まず第一に、北極は我々の存在す
る地球の回転軸となっている地域
（極）であり、特有の放射環境そし
て電磁的環境場が存在する地域で
ある。第二に、年間の日射量が少
ない特有の放射環境のため、寒冷
な気候が存在する地域である。熱
帯が地球の熱源域になっているの
に対し、北極地域は冷源域となっ
ていて、両地域間の大気・海洋を
通じて大気および熱水輸送が行 
われる結果として、日本を含む現
在の地球気候の分布が形成されて
いる。また、海洋大循環に影響を
及ぼす北大西洋の深層水形成にも
北極域は深く関わる。このため北
極地域の在り方の変化によって、
世界全体の気候が影響を受ける。
第三に、南極地域および地球の山
岳地域とともに地球上の気候帯の
中で最も寒い地域であるため、特
有の自然環境が存在し、多くの雪
氷を維持し、寒冷環境に生息する
植物・動物とともに数は少ないが
住人もいる地域である。最近の地
球温暖化の影響を受けた植物・動
物の変化・減少とともに、グリー
ンランドなど氷河氷床が溶けるこ
とにより地球全体の海水面が上昇
する懸念があるとされている。現
在見られる北極地域の変化は、特
に上記の第二と第三に深く関係す
る点で、日本としても注目せざる
をえないのである。
　現在の北極地域の変化は、地球
温暖化がこの地域に最も顕著に影
響してしまっている結果、発生し
ていると考えられている。このよ
うな北極地域の変化は、いわゆる
「雪氷のフィードバック」を引き起
こすことにより、上記の地球の冷
源としての在り方を変化させ、北
極地域が他地域を含めた温暖化を
さらに加速させる懸念がある。
　北極地域については「北極海」の
みを考えたり「北極圏」までを対象
にする場合も多い。しかし、日本
にとっては、陸域・海域の雪氷変
動や水・エネルギー・物質循環を
通じた北極地域の気候学的影響に
着目することが最も重要であると
考えられる。したがって、本稿では、
いわゆる北方大陸地域の積雪・凍
土域や北極海を含めた北緯 45 度以
北程度の範囲を考え、この地域を
「北極域」と呼び（図表 1）、そこで
の近年の急激な変化を「北極域変
動」と呼ぶこととする。
　現在の北極域において、特に早
急に監視と解明を迫られている研
究の問題点は以下である。これら
の研究課題は、諸国の北極域研究
者による長期的計画作成である
ICARP Ⅱ計画（2006 年）でも取り
上げられている 3）。
（1）地球温暖化の影響を強く受けた
大きな北極域変動と他地域への
影響について、現象の理解が遅
れている。
①北極海の急激な変化の発生と
原因：海氷の急激な減少や海
水温の上昇 4）、海氷変化が、大
気の挙動を制約し、他の地域
の海氷変化も加速している 5）。
②北極域の気候変化：北極海の
変化と同期する形で、地球表
面の変化が大気にフィード
バックされ、水循環の変調と
それに伴う自然現象が起こっ
ている。地域によっては降水
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2   国際的な北極域研究の枠組み・組織と計画
　北極域の研究は諸外国の個別の
研究として発展してきた歴史的経
緯があるが、1980 年代以降、国際
的な枠組みが形成され、国際連携
による研究・観測が進み、それら
には日本の機関および研究者も関
係するようになった。日本の今後
の北極域研究の体制を考える上で、
国際的枠組みに関する情報は不可
欠であるので、以下にまずそれら
について説明する。
　なお、北極域研究に関する世界
の情報を探すためのポータルサイ
トとしては、北極域全般情報サイ
トである The portal to Polar Links
（http://www.polarlink.org/arctic/
arctic.php）および欧米における北極
域研究の機関・情報サイト NOAA 
Arctic Theme（http://www.arctic.
noaa.gov）がある。
　以下の多くの委員会や計画には、
日本の研究者も委員として加わり、
国内とともに国際的な研究推進に
おいても役割を担っている。
（1）　北極評議会（AC）11）
　北極評議会（AC）は、1996 年の
オタワ宣言に端を発し、北方住民
案件・北極諸国による協力・連携
および相互作用の推進方法を提供
し、特に持続的発展と北極におけ
る環境保護を目指している政府間
フォーラムである。北極海に面し
ている 8 カ国がメンバー諸国であ
る。他に永続的参加国やオブザー
バー制度があり、非北極諸国（ドイ
ツ、中国など 8 カ国。5 カ国は永続、
3 カ国は暫定）、全球および地域的
政府間組織や非政府系組織（WWF
など）から成る注）。AC の議長国は
2 年ごとに交代し、6 つの作業委員
量が急増し、凍土融解が進行
している 6）。
③生態系・沿岸地域の変化：北
極海の生物科学過程への影響
と酸性化、周辺大陸域の陸域
生態系の変化、陸域からの温
室効果気体放出・吸収の変化、
そして沿岸域の侵食などの現
象など、海洋・気候以外にも
図表 1　北極地域および北極観測研究を行っている関係諸国の位置
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　北極海、北極圏（66.5度以北）と本稿で北極域とみなした範囲（北緯45度以上）を
示す。北極圏に領土がある「北極国」とそうでない「非北極国」に分けられる。「北極国」
は、北極評議会のメンバーになっている。
北極圏
北極国
非北極国
北極海
北緯45度
影響が表れている。
（2）将来の気候予測に活用される気
候モデルが北極域の変化を再現
できていない。
　現在までの気候モデルは、北
極域の急速な海氷減少を再現で
きていない 7）。しかし、海氷減
少により北半球への気候学的影
響が発生している 8）ことは明ら
かである。将来的にどのような
影響が発生するかを予測するた
めには、グローバルデータを用
いた統合的解析とともに、北極
域研究者と気候モデル研究者の
協力による気候モデルの改善が
必要である。
　現在の北極域変動は、船舶航行・
資源問題・領土問題などの社会的・
経済的・政治的課題にも影響を与
えている 9、10）。現在および将来の
日本の社会生活に対する影響も大
きいために社会的関心が高いこと
を考えると、日本としてもこれら
の研究を円滑に推進し、現状と将
来の変動性への理解を進展させる
必要がある。
　しかしながら、現在の日本国内
の研究体制は研究効率の点では不
十分と言わざるをえない。次項以
降では、日本と諸外国の北極研究
体制の現状を明らかにし、日本に
おける研究体制の問題点と今後早
急に対応する必要のある事項に関
して指摘を行いたい。
注：日本はオブザーバー国にはなっていないが、外務省が検討しているという報道もある（読売新聞、2008）。
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3  諸外国における北極域研究体制
　国内の状況をより鮮明にするた
めに、まずは北極域観測に関わっ
ている諸外国の状況を俯瞰する。
ここでは、諸外国を北極海に面し
た領土を持っている「北極国」（米
国・カナダ・ノルウェー）と、そう
でない「非北極国」（ドイツ・フラ
ンス・中国・韓国）に分類する。「北
極国」は前章で紹介した AC 加盟国
に対応している。「非北極国」には、
AC のオブザーバーになっている
国となっていない国がある。図表
2 には各国の体制の概略をまとめ
て示した。なお、上記の国々のほ
かに北極域の研究を行っている
国々としてはフィンランド・アイ
スランド・スウェーデンなどがあ
るが、情報公開が不十分であるの
会がある。北極変動研究に関して
北極監視・評価計画（AMAP）を持
ち、2004 年に北極気候影響評価
（ACIA）1）という作業を（2）の IASC
と共同で実施し 12）、当時の北極に
関する現況をまとめ、科学的にも
社会的にも影響力を発揮した。現
在では SWIPA という雪氷変動評
価のプロジェクトを行っている。 
（2）　国際北極科学委員会（IASC）13）
　国際北極科学委員会（IASC）は
1990 年に設立され、現在は加盟国
18 カ国であり、日本も加盟してい
る。事務局はスウェーデンのストッ
クホルムにある。IASC は科学優
先テーマを提示し、作業委員会活
動 を 行 っ て い る。IASC は（3）の
ICSU の国際連携機関でもあり、（1）
の AC のオブザーバーでもある。
計画・勧告された国際的プログラ
ムは、北極域・全球科学で高い優
先度を持っている。2009 年から組
織変更を行い、より一層強力な研
究推進体制を確保し、南極研究科
学委員会（SCAR）とともに極域研
究に関する両輪を担っている。
（3）　国際科学会議（ICSU）
　国際科学会議（ICSU）は、国際的
な学術連合であり、その中に地球
科学に関する国際測地地球物理連
合（IUGG）を含有している。IUGG
内の各分野において北極域の科学
的課題に関する議論を行い、その
研究推進を図っている。
（4）　世界気候研究計画（WCRP）およ
び国際地圏生物圏計画（IGBP）
　世界気候研究計画（WCRP）とは、
地球気候システムの理解と予測に
関する研究推進を目的として世界
気象機関（WMO）、ICSU および政
府間海洋学委員会（IOC）が形成し
ているプログラムのことである。
一方、国際地圏生物圏計画（IGBP）
とは、地球上の生物圏と地球シス
テムの理解と予測に関する研究推
進を目的とし、ICSU が形成してい
るプログラムのことである。両プ
ログラムには北極域に限定したプ
ロジェクトはないが、WCRP の気
候 と 雪 氷 圏 の 研 究 計 画（CliC）、
IGBP の国際全球大気科学の研究計
画（IGAC）、および関連する北ユー
ラ シ ア 環 境 科 学 イ ニ シ ア チ ブ
（NEESPI）など、北極域を重要部分
として含む研究計画は数多く、世
界における北極域研究推進の一端
を担っている。
（5）　海洋に関する各種国際委員
会・プログラム
　特に海洋に関して、以下の各国
連携の国際委員会・共同プログラ
ムが存在する。
・ 国 際 北 極 ブ イ プ ロ グ ラ ム
（IABP）
・北極海洋科学委員会（AOSB）
・持続的北極観測ネットワーク
（SAON）
・太平洋北極グループ（PAG）
　このうち、SAON は 2006 年の
AC の決議に基づき開始されたも
のであり、今後の北極変動監視に
とって特に重要な事業と言える。
（6）　北極研究計画に関する国際
会議（ICARP）
　北極研究計画に関する国際会議
（ICARP）は、（2）の IASC など北極
域研究の関係諸機関が関わる研究
計画作成の作業を行っている。
ICARP の目的は北極研究計画を準
備し、この先 10 ～ 15 年の国際協
力の方向付けをすることである。
2006 年に ICARP Ⅱ計画が作成さ
れ、これは現在の北極域研究の一
つのガイドラインになっている。
この作業の総括として提示された
「Grand Challenge」の5課題のうち、
3 課題は本稿第 1 章で述べた 3 つ
の課題に相当するが、残りの 2 課
題は人間活動に関する課題である。
（7）　国際極年（IPY）14）
　2007 年 3 月から 2009 年 3 月ま
でが第 4 回目の国際極年（IPY）と
して位置づけられたが、1 年延長
され、2010 年 3 月までとなった。
各国では北極域・南極域に関する
強化研究を行う計画が立てられ、
日本からも多くの研究者が参加し
ている。現在、諸外国においては、
IPY Legacy という形で IPY 以降
の極域研究の体制構築にも努力が
注 が れ て い る。 上 記 SAON は、
IPY Legacy の一環として形成され
た計画である。WMO 第 7 回総会
で提案された世界雪氷監視（GCW）
なども、IPY Legacy の一環であ
り、今後の北極研究にとっては重
要な部分を占める可能性がある。
北極域環境の研究体制における日本の課題
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で、ここでは省略した。
3─1
北極国の北極域研究体制
（1）　米国
　米国の北極域研究は多様な体制
をとっており、以下が主要な組織・
機関・プロジェクトである。
　（a）米国北極研究委員会（USA 
RC）15）：1984 年に設置された政府
機関の一部であり、北極に関係し
た自然科学から人間活動科学まで
含め国家政策、優先度、目標を設
定し、北極研究を推進するととも
に大統領・国会に政策勧告を行う
委員会。米国科学財団（NSF）と協
力し、研究を実施する。委員は、
学術・研究機関、関連産業界、米
国北極少数民族および NSF 委員長
で構成されている。
　（b）米国北極研究コンソーシアム
（ARCUS）16）：1988 年にアラスカ・
フェアバンクスに設立された、北
極研究に関わる教育・科学機関に
よる非営利メンバーコンソーシア
ム。ARCUS は、重要な北極域研
究に関する議論を促進し、北極域
科学に関する優先度に関するレ
ポートを北極域の研究コミュニ
ティーに提供するのが主要な目的
である。ARCUS は、連邦政府・
民間組織を問わず、メンバー会費・
契約・無償資金提供により維持さ
れている。現在、50 程度の組織が
メンバーとなっている。
　（c）諸行政機関：国立海洋大気庁
（NOAA）および米国国立航空宇宙
局（NASA）は北極研究に積極的であ
り、北極海周辺陸域のモニタリング
観測点（CMDL）を整備している。特
に NASA は衛星観測に関連した研
究に多額の資金を提供している。
図表 2　各国の北極域研究に関する体制の一覧
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　（d）大学などの研究：国際北極圏
研究センター（IARC）がアラスカ
大学にあり、米国の北極研究の代
表的機関と言える。1998 年に設立
され、NSF と NOAA のほか、日
本の（独）海洋研究開発機構（JAMS 
TEC）、（独）宇宙航空研究開発機構
（JAXA）からも資金提供をしてい
る。研究目標として「北極気候変化
予測の精度を上げる」ことを掲げて
いる。そのほか、アラスカ大学・
ワシントン大学・コロラド大学な
ど様々な大学も北極関係の研究を
行っており、研究者層が厚い。コ
ロラド大学には国立雪氷データセ
ンター（NSIDC）があり、NOAA
と併せて北極海変動に関する有用
情報を提供している。また、沿岸
警備隊には PolarStar などを含む 4
隻の砕氷船がある。
　（e）北極環境変動研究（SEARC 
H）17）：米国の科学者が諸政府機関
の協力を得て、現在北極で見られ
ている各種変化・北極域変動に関
して、2001 年にまとめられた研究
指針（サイエンスプラン）であり、
米国における北極科学研究の方向
を示唆している。現在、SEARCH
活動として、70 を超えるプロジェ
クトが各省庁から研究資金を受け
ている。
（2）　カナダ
　政府内に 1991 年に設立されたカ
ナ ダ 極 地 委 員 会（Canadian Polar 
Commission）があり、極地研究に
関する牽引機関である。極域の知
見に関する調査・推進・普及に対
して責任を持ち、社会への働きか
けとともに、政府に対して極域科
学政策の提案を行うための会議開
催・出版などを行っている。また、
カ ナ ダ 極 地 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク
（CPIN）という、情報提供の機能も
持つ。
　カナダは北極国の一国であるた
め、諸省庁が北極域の研究に熱心
に資金を提供している。2003 年か
らは、北極の変動に関係し、産業省・
漁業海洋省が共同で北極研究に大
きな投資を行い、この費用はカナ
ダ沿岸警備隊の砕氷船の改修など
に充てられた。沿岸警備隊にはロー
リエ号など砕氷船があり、北極海
観測などに使われている。各大学
等でも各種の研究・観測が行われ
ているが、それらの詳細に関して
は情報公開が進んでいない。
（3）　ロシア
　ロシアは北極海に対して最も長
い海岸線を持ち、この点で最たる
北極国であると言える。北極域の
研究には、米国やカナダと同様に
多くの省庁や科学的研究機関が関
わっている。特に北極海および南
極に特化した研究機関としては、
気 象 水 文 局 北 極 南 極 研 究 所
（AARI）があり、観測点の維持活
動を行っている。また、地理学研
究所をはじめ、ロシア科学アカデ
ミーの諸研究所も研究活動を行っ
ている。北極域研究に関する政府
委員会および研究戦略としては、
IPY に関係した委員会に研究実施
計画があり 18）、また、科学アカデ
ミーの中にも北極・南極に関係し
た評議会があると言われている。
（4）　ノルウェー
　ノルウェー環境省の中核機関と
して、1979 年以来、ノルウェー極
地研究所（NPI）19）があり、110 名の
人員から成っている。極地域の研
究・環境監視と地図作成が重点事
業項目となっており、ノルウェー
北部のトロムソに本部がある。主
要な研究内容は、地球気候・汚染
物質の長距離輸送と環境への影響・
生物多様性と地形図作成などであ
る。スバールバルに基地があり、
観測船 Lance を運行している。
　ノルウェーは AC に深く関わっ
ており、その政策を実施している。
もともと漁業が盛んな国であり、
生物多様性や生物資源にも強い関
心がある。ノルウェー外務省から
は、研究を含む北極戦略の文書が
発行されている 20）。
3─2
非北極国の北極域研究体制
（1）　ドイツ
　ドイツには、北極・南極の両極
を研究対象とした国立の中核機関
として、アルフレッドウェーゲナー
極地研究所（AWI）があり、国内の
研究者に対し、船舶・観測所・デー
タベース他を提供している。また、
Polarstern という砕氷船を所有し、
国外にある観測所を運営している
（スバールバル諸島のニーオールス
ン、ロシアのレナデルタ）。また新
たな砕氷掘削船 Aurora Borealis の
建造も予定されている。研究課題
としては、地球気候科学・生物科
学・地学的研究が中心である。
AWI は研究成果を発表するととも
に、極地環境政策に関する助言も
行っている。
　そのほか、極地生態学研究所（IP）
という極地の生態に特化した研究
所もあり、大学でも関連研究が行
われている。ドイツには、SCAR/
IASC の合同委員会（Deutscher Lan-
desausschuss SCAR/IASC）があり、
それがドイツにおける北極研究推
進体として機能していると考えら
れる。また、極地研究学会ととも
に IPY に対応した委員会もあり、
これら 3 つの委員会が情報を一元
化し、連携している。しかし、ド
イツには統合された北極研究プロ
グラムはなく、個別の科学研究が
提案され、それぞれが資金提供を
受けて研究を実施している。
　諸外国における国際レベルと国
内レベルとの間での研究調整に関
する情報は少ないが、唯一ドイツ
に関しては、IASC/SCAR 国内委員
会が国内における研究推進の重要
な役割を担い、国際・国内の研究
調整が行われていることが分かる。
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4  日本における北極域研究体制の現状
　日本の北極域の科学的研究は、
国 際 地 球 観 測 年（IGY：1957 ～
1958 年）のあと、1959 年に中谷宇
吉郎が棚氷の T─3 氷島観測基地で
観測を開始したのが最初である。
その後、1990 年ごろまでは、一部
の研究者ないし小規模グループが
欧米諸国に協力する形で研究が行
われていた。この時期の北極域研
究の歴史の詳細に関しては、参考
文献 25）などを参照していただき
たい。以下には、日本の現状の北
極域研究体制を紹介する。
4─1
日本の研究機関
─組織とプロジェクト─
　図表 3 に、日本国内における北
（2）　フランス
　フランスでは、ポールエミール
ビクトール・フランス極地研究所
（IPEV）21）が北極・南極・南大洋を
扱う中心研究機関である。この研
究所は、9 つの省庁・機関等で構
成 さ れ る“ 極 地 推 進 グ ル ー プ ”
（GIP）という合同組織であり、大
学などの国内的な研究の設営面を
中心に中核機関の役割を果たして
いる。1992 年に設立され、2002 年
1 月から本名称になった。研究者を
含む 50 名の専任者がおり、研究観
測 船（Astrolabe, Marion Dufresne）
を有し、スバールバルに観測点 
がある。フランスは近年、北極関
連事項に熱心になってきており、
2008 年 11 月にモナコにて開催し
た閣僚級の北極国際会議の共催国
の一つである。
（3）　中国
　中国は、国家海洋局に所属する
1981 年に設立された国家北極・南
極局（CAA）22）と中国極地研究所
（PRIC）23）とを中心として、北極域
の観測と研究を行っている。CAA
は北極・南極科学プログラムの組
織化および南極観測隊に対しての
ロジスティック面のサポートを
行っている。4 つの研究部門を持
ち、北東中国に訓練基地があり、
チリ・サンチアゴにも事務所を持
つ予定である。
　一方の PRIC は、1989 年に設立さ
れ、124 名（科学者41名）の陣容であ
る。北極・南極観測隊（CHINARE）
の実施主体であり、各分野の研究の
推進とともに、砕氷船（MV Xuelong）
および南極基地の運営と、中国の
南極・北極観測隊の設営支援、国
内の各 IPY 計画への情報提供など
を行っている。北極域に関しては、
2003 年にスバールバル諸島ニー
オールスンに黄河観測所という観
測点を設立し、現在は世界の各機
関と国際協力を行っている。2008
年、砕氷船 Xuelong の北極航海に、
日本の北見工業大学の研究者が乗
船して観測を行った。中国では
PRIC を中心として北極域の研究が
行われているが、この研究所は海
洋分野の研究のみが強く、他分野
研究に関しては海洋研究所・気象
局・中国科学院大気物理研究所・
蘭州氷河凍土研究所などでも研究
が行われている。
（4）　韓国
　韓国海洋研究開発研究所（KOR 
DI）24）の下に韓国極地研究所（KOP 
RI）25）があり、この研究所を中心に
北極域研究が行われている。KOPRI
の設立が 2004 年であり、北極域の
研究の歴史は浅い。現在、観測拠
点と観測砕氷船（2010 年から運行開
始）を保有し、北極・南極研究の国
内活動を推進している。現時点で
の研究者数はここで列記した諸国
の中では最も少ないが、最近は北
極域研究に熱心になってきており、
今後の発展が期待される。
3─3
地域的な組織と計画
　北極域の研究推進を図る目的を
もつ地域的な組織も存在する。そ
の代表的な組織がアジア極地科学
フォーラム（AFoPS）である。アジ
ア諸国の協力研究活動に関する基
盤準備や、アジアの成果を国際極
域コミュニティーに紹介すること
などを通じて、アジアの国々が極
域研究に関わることを推進する機
能をもつ。メンバーは、中国・イ
ンド・韓国・マレーシア・日本の
極地関係の研究所の所長から成る。
しかし、日本や中国のように、極
地研究所が必ずしも北極域研究の
推進機関になっていない国もある。
この点については、今後、南極域
とは別の扱いがなされることを期
待したい。
　また、米国の SEARCH に対応
するものとして、EU 諸国では、
DAMOCLES という北極域の研究
計画（2005～2009 年）が立てられて
いる。この計画は IPY に対応する
もので、EU の 11 カ国・48 機関が
参加している。北極海での大気─
海氷─ 海洋相互作用の解明を研究
の主課題としている。2009 年以降
は、別の計画に移行する予定もあ
る。
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極研究に関する主要機関の主要研
究分野、研究者数、北極域におけ
る陸上観測の有無、海洋観測およ
び他観測の実施状況、共同研究を
記載した。
（1）　情報システム研究機構
国立極地研究所（NIPR）
　国立極地研究所（NIPR）は、日本
国内における北極研究の中核機関
である。1970 年代から北極域の中
空・超高層研究が開始され、1990
年代に入ってからは気候システム・
環境研究が進められた。1990 年に
NIPR 内に北極環境研究センター
（AERC）が設置されて以来、国内
における北極研究の要の役割を果
たすことになった。AERC の目的
は、北極におけるフィールド観測
を基盤に、先進的総合地球システ
ム科学の国際共同研究を推進する
ことである。1992 年に特別事業費
を取得し、ノルウェー沖のスバー
ルバルに基地を建設し、超高層・
大気・雪氷・生態の分野の研究を
促進した。当該計画による調査地
域は、スカンジナビア半島の北部、
グリーンランド、カナダ、ロシア
とアイスランドなど広範に及ぶ。
大気観測に関しては、スバールバ
ルを拠点とした航空機観測なども
実施された。国内の主要担当機関
の役割として、北極ダイレクトリー
も出版した 26）。しかしながら、後
述するように、北極域に関して、
中核機関としての強固な研究体制
は構築できていないという状況に
ある。
（2）　（独）海洋研究開発機構
　　（JAMSTEC）
　（独） 海 洋 研 究 開 発 機 構
（JAMSTEC）は、北極海における
海洋観測を米国との協力する形で
1991 年に開始した。1998 年からは
研究用に建造された観測船「みら
い」を用いた観測が開始した。その
後、国際協力によりチャーター船
を用いた観測も行い、近年の北極
海の変化を広範囲で監視し、海氷
急激変動に関する知見を取得した。
また 1997 年に開始したフロンティ
アプロジェクト（～ 2004 年）では、
シベリア地域における水循環や凍
土・積雪を含む雪氷に関する観測
研究や各種モデリングがなされた。
大気大循環モデルを用いた応用研
究や北極域での植生・物質循環研
究は現在も続けられている。2009
年からは北極域を含む北半球寒冷
圏の研究が強化されている。また
1998 年以来、アラスカ大の国際北
極圏研究センター（IARC）に対応
する委託研究による海洋研究・気
候モデル研究も行われている。
（3）　（独）宇宙航空研究開発機構
（JAXA）
　（独）宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構
（JAXA）は、北極域の環境にとっ
て重要な因子である主要な地球物
理量の変動把握とそのメカニズム
の解明、適応策への入力としての
長期の環境変動の広域分布図作成
のために衛星リモートセンシング
の研究を推進している。近年、
IPY 活動として陸域観測衛星「だい
ち（ALOS）」の 合 成 開 口 レ ー ダ
（PALSAR）を使った北極海海氷の
観測強化や、米国地球観測衛星
「Aqua」に搭載の JAXA 開発のマイ
クロ波放射計（AMSR─E）を用いた
北極海氷の監視を行い、海氷データ
の準リアルタイム伝送を開始した。
図表 3　国内各研究機関等の比較表 a）ᯏ㑐 ࿾⃿ⅣႺ⎇ⓥಽ㊁ ⎇ⓥ⠪ᢙ D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また、1999 年に開始した IARC─
JAXA 共同研究に対応して、衛星
リモートセンシングに関する独自の
アルゴリズム研究開発およびIARC
の情報システムの構築、大学の研
究グループの協力を得て、2007 年
の海氷面積の激減を JAMSTEC と
共同で情報発信している。
（4）　（独）国立環境研究所（NIES）
　（独）国立環境研究所では、1990
年代以来、シベリアにおける炭素
循環を観測し解析を進めてきた。
初期の研究対象地域は東シベリア
が中心であったが、現在の対象は
西シベリアの泥炭地に移っており、
西シベリアで二酸化炭素タワー観
測および上空大気資料採取を行っ
ている。具体的には、二酸化炭素
の連続観測を 7 カ所で行いつつ、
シベリアの地域的フラックス評価
法をインバースモデル等から検討
する方法で、炭素の放出・吸収に
関して泥炭地の特性を調べる研究
が行われている。定期航空路を用
いた気体観測も実施し、温室効果
ガスの観測に関して有効な知見を
発表している。
（5）　大学等の研究プロジェクト
　（a）GAME ─ Siberia（1996 ～
2004年）： WCRPのアジアモンスー
ン研究計画（GAME）の一環として
1996 年に研究プロジェクトが開始
され、北海道大学・名古屋大学が
中心となり 2004 年まで続けられ
た。途中から上記の JAMSTEC と
の共同研究を開始し、当初建設さ
れた観測点の多くが、プロジェク
ト終了後は JAMSTEC に引き継が
れている。本研究プロジェクトで
は、大気・陸面過程そして水資源
への応用という視点からの研究が
行われ、主として大気・陸域系の
プロセス研究に成果を上げた。
　（b）JST/CREST 研究プログラ
ム「北方林地帯における水循環特性
と植物生態生理のパラメータ化」
（2001 ～ 2006 年）：名古屋大学を
中心とした研究グループが組織さ
れ、植生の視点から北ユーラシア・
日本における水循環過程の観測を
実施し、シベリア・カムチャッカ・
北海道・名古屋において、水循環
における植生の役割を研究した。
観測点に関しては JAMSTEC との
協力体制を敷いた。
　（c）北海道大学を中心とする研究
グループ：北海道大学と他大学の
研究者が共同研究の形で、シベリ
アの永久凍土帯の凍土と生態に関
する観測・研究を1990年に開始し、
その後も森林火災などユニークな
視点からの研究を継続している。
現在では JAXA と協力し、アラス
カにおける衛星計測関連の研究、
沿岸海洋研究、森林火災と陸面変
化などの研究を実施している。こ
の 研 究 グ ル ー プ は 1992 年 か ら
2006 年まで NIES・森林総合研究
所（FFPRI）・JAXA と連携協力し
て定期的にシンポジウムを開いて
おり、2000 年からは IARC とも協
力している。 
　（d）その他の諸大学でも気象・気
候分野や生態系研究などの研究が
行われている。また、総合地球環
境学研究所（RIHN）は、2009 年か
らシベリア地域での物質・水循環
と人間活動に関する観測研究を開
始している。
4─2
国内の横断的組織と
全体的状況
（1）　研究推進のための横断的な
委員会や組織
　（a）国立極地研究所（NIPR）には、
1990 年頃に「北極研究特別推進委
員会」という名称の委員会が設けら
れた。日本の北極域研究を推進す
ることを目指し、IASC 加盟につ
いてもこの場で検討された。前記
の NIPR 内の北極環境研究セン
ターの設立とともに、外部委員を
含む「北極圏環境研究センター運営
委員会」が設立され、センターの活
動の運営を審議する場として機能
した。しかし、これらの委員会は、
現在はどちらも存在していない。
その後の国内における北極域研究
活発化の動きが、かえって NIPR
内での北極域研究推進を弱化させ
てしまったことによると思われる。
　（b）日本学術会議の諸委員会：日
本学術会議内には北極域研究に関
連した国際計画国内対応の委員会
が複数設けられており、IASC 小
委員会（IASC に対応した国内組
織）、WCRP/CliC 小委員会、IPY
小委員会などである。これらは、
国際計画に対応する国際委員会の
活動として設置されており、それ
ぞれの国際レベルの親委員会の目
的に応じた国内活動の議論を行い、
実施を推進している。
　（c）学会内の関連組織：（社）日本
雪氷学会には極地雪氷分科会とい
う組織があり、北極および南極の
研究情報交換や研究提案などを
行っている。（社）日本気象学会内に
は、極域研究連絡会という組織が
あり、主として個別研究やプロジェ
クトの発表を行っている。
（2）　国内の研究課題数と研究者
数の規模
　以下に、日本学術会議の IASC
小委員会が実施している北極ダイ
レクトリー 25）に掲載されている
2000 年と 2005 年の日本国内の研
究課題数（カッコ内の数字）を見て
みる。
　＜ 2000 年＞：海洋学（3）、環境
科学・生態学（13）、地学（3）、水文
学（3）、雪氷学（8）、大気科学（17）、
高層大気物理学（19）
　＜ 2005 年＞：海洋学（6）、環境
科学（1）、生態学（1）、生物科学（3）、
雪氷学（4）、大気科学（3）、地学（2）、
地球化学（3）、高層大気物理学（10）、
文化人類学（1）
　これらの数字から、現在の日本
の研究課題数は 50 以上と考えられ
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る。ただし、このデータは野外科
学活動のみが対象で、モデル研究
や衛星解析などは対象でないうえ、
自主的アンケートであって客観性
に欠ける点には注意する必要があ
る。
　一方、2008 年 11 月に日本科学
未来館にておいて日本学術会議の
2 つの小委員会が中心となって「第
一回国際北極研究シンポジウム」が
開催された。このシンポジウムに
は、国内から約 130 名、海外から
約 60 名、計 190 名の参加があった。
国内で参加者数が多かった機関 
を挙げると、JAMSTEC（28 名）、
NIPR（14 名）、北海道大学（13 名）、
筑波大学（11 名）、気象研究所（8
名）、JAXA（4 名）であった。この
数字から予想すると、国内の北極
研究の積極的研究者数の規模は
150 ～ 200 名程度ではないかと思
われる。
（3）　議論の実態
　前述したように、日本では、国
立極地研究所（NIPR）の AERC が
中核機関とされてきた。しかし、
北極域に関する科学研究の課題優
先度・戦略・実施の議論は、各機関・
各プログラム・各委員会で個別に
行われているのが実態であり、こ
れらの間では、情報交換、調整・
連携、相互提言を行う機能が非常
に弱い。
　その結果と思われるが、たとえ
ば全球地球観測システム（GEOSS）
を受けた日本の「地球観測の推進戦
略」（2004 年 12 月、総合科学技術
会議）においては雪氷圏に関する脆
弱さなどの記述はあるが、北極・
南極あるいは海氷という記述は無
い。また、それに対応し予算化さ
れた「地球観測システム構築推進プ
ラン」（2005 ～ 2009 年）にも関係
した計画が無い。また、第 3 期科
学技術基本計画（2006 ～ 2010 年）
にも、北極域を含め極域研究に関
する言及が見られない。
　北極域での研究推進体制は、南
極地域とは大きく異なっている。
南極域の研究の場合、南極地域観
測推進本部のもと、NIPR が学会
等と協力して研究計画を構想し、
実施面では防衛省・気象庁等と協
力し研究を実施する形で整合的に
かつ強力に進められている。NIPR
では 5 年ごとに「南極地域観測研究
計画」を作成し、研究課題を募集し
ている。しかし、これらに相当す
る北極域での研究推進体制は構築
されていない。
4─3
日本の研究体制の弱点
　日本の場合、国際的な委員会やプ
ロジェクトに多くの日本人研究者・
機関が直接関わっているものの、各
機関が個別に国際的に関与し、研究
を進めている傾向が見られる。つま
り、国際連携は行われているが、国
内連携が弱いと言える。
　日本の北極関係経費のなかでも
IARC に対応する委託研究は特徴的
であり、文部科学省からの予算が
JAMSTEC と JAXA に配算される
形で実施されている。この委託研究
は、1997 年 3 月に締結されたコモ
ンアジェンダに基づき実施されて
いる。しかし、日本の北極域研究レ
ベルの向上という点では、このよう
な予算が十分な効果を発揮してき
たかは疑問である。北極域研究だけ
の問題ではないかもしれないが、特
に、取得されたデータの効果的な利
活用に関する方策が不十分と思わ
れる。相当の観測データ取得は行わ
れているのだが、取得データを有効
活用するための仕組み作りがまだ
遅れている。ただし、近年、NIPR
にも情報センターが設立され、徐々
には機能が向上してきている。また、
JAMSTEC は海域・陸域データの
発信に関して、JAXA は衛星デー
タに関しての努力をそれぞれ始め
ている。
5─1
研究分野と研究戦略
　「北極国」では、そこに人の生活
があり資源も直接的に関係するた
め、生物資源に関係した研究分野
および人間活動に関係した研究分
野が相対的に目立つ。「北極国」を
中心に議論が行われた ICARP Ⅱ
で提示された 5 つの研究課題は、
そのような状況を反映したものに
なっている。米国などでは全科学
分野の研究が行われているが、最
近は、北極海底のメタンハイドレー
ト開拓に代表されるようなエネル
ギー関係の研究が進んできている。
　一方、「非北極国」は、より広域
的な気候・環境変動の視点からの
研究に重点が置かれる傾向にある。
日本も、生態系・気候・温暖化な
ど広域・全球的影響に関係した研
究課題に強いと言える。また、現
場観測とともに、モデル研究やグ
ローバルデータセットの解析を通
じた研究成果が多いのも妥当な傾
向であろう。
　筆者の見る限り、国レベルの研
究戦略に関する文書が存在するの
は米国の SEARCH のみであった。
それ以外では、欧州の複数国の研
究者が特定分野に関して戦略提案
5  国際比較から浮かび上がる日本の課題
北極域環境の研究体制における日本の課題
31Science & Technology Trends   August  2009
している DAMOCLES 計画がやや
戦略的と言える。ICARP Ⅱは「北
極国」主導で作成された国際計画で
あるが、北極域研究において長期
計画を提示している点が評価でき
る。一方、日本の場合には、機関
ごとには計画や優先度を検討して
いるが、日本としての統合した北
極域研究の戦略や計画を記述した
ものが見当たらない。
5─2
研究分野と研究戦略
　「北極国」と「非北極国」において
研究体制にもかなりの違いが見ら
れる。
　「北極国」は、政府内に包括的な
委員会が設けられ、そこで方針が
検討され政府に勧告する機能があ
る場合（米国・カナダ）、現業機関
に直属する形で中核機関があり、
そこが方針を決めている場合（ロシ
ア）がある。いずれの国も、国内の
現業機関を含め、複数の省庁に属
する機関や大学が北極研究に関
わっている。
　「非北極国」の場合は、学術研究
機関が中核機関となっている場合
（ドイツ・日本）と、政府の海洋関
係部局の下に中核機関が存在して
いる場合（韓国・中国）がある。後
者は、「北極国」の体制により近い。
これらのうち、日本を除く 3 カ国
は中核機関に研究基盤が集中し、
他の研究機関や大学等が中核機関
に関わる形で、全体の研究構造が
構成されている。しかし、日本の
場合は、学術研究機関である NIPR
が中核機関であり一定の研究基盤
を整備しつつも、その集中度合い
は低く、他の複数の機関が研究基
盤や予算の点で大きな部分を占め
ているのが特徴的である。
5─3
研究基盤である観測
　北極海観測にとって、観測船の
有無は大きな影響を与える。「北極
国」は当然のこととして単数～複数
の砕氷船を保有し、観測に活用し
ている。「非北極国」でも北極観測
を実施することのできる研究用の
砕氷船を保有している国は多い（ド
イツ・フランス・中国・韓国）。し
かし、日本は南極向けの砕氷船と
しては自衛艦「しらせ」を保有する
ものの、自衛隊法の規定によって
「しらせ」では北極観測ができない。
全球海洋観測に使用される研究用
船舶「みらい」を夏から秋にかけて
の海氷の少ない一定期間利用して
いるが、当然ながら海氷域の観測
はできない。この点で、海洋観測
に関する研究基盤は他国より弱い
と言わざるをえない。歴史的経緯
があるにせよ、また国際化が進ん
で砕氷船の国際相互利用が進んで
いるとは言え、科学先進国の体制
としてこれで良いのかという疑問
が生じる。
　地上観測拠点に関して概観する
と、まず「北極国」には国内観測網
がある。また、多くの国がスバー
ルバルに観測点を持っている。ま
た、2 カ国あるいは機関間共同研
究によって、自国以外に北極域に
観測点を維持している国もあり（米
国・ドイツ・日本）、多元的な観測
が行われている。日本は、北極圏
の長期観測点としてスバールバル
（NIPR が管理）および 2 機関共同
のティクシ・ヤクーツク（JAMSTEC
が管理）があり、また他にも長期観
測を行っている観測点が数地点あ
る。スバールバル観測点は、かつ
ては特別事業費・科研費（特定研
究）が確保され、日本研究者の共同
研究の場となっていたが、最近で
はその体制は弱くなっている。日
本は「非北極国」の中では、それな
りの地上観測拠点数を維持してい
ると言えるが、連携して有効活用
する方策が必要であろう。
5─4
日本の研究体制の概要
　第 3 章の諸外国の研究体制の説
明と類似した形で、日本の北極域
の研究体制を記述すると、次のよ
うになるだろう。
　国立極地研究所（NIPR）を中核機
関として北極域研究の体制が構築
さ れ て い る が、JAMSTEC や
JAXA も一定の資金を受け、研究
基盤を維持しつつ北極域研究を実
施している。また多くの大学研究
者も関わり、研究者層の数では厚
く、研究分野も大気・海洋から雪
氷・水文・生態・気候モデル応用
と多岐にわたり、国際計画実施に
おいても一端を担っている。北極
海で利用できる砕氷船はないが、
JAMSTEC の耐氷船「みらい」は近
年の海氷減少が有利に働き、1 ～ 2
カ月間は毎年航海を行い、係留ブ
イなども配置し観測を実施してい
る。また陸域の観測拠点もスバー
ルバル（NIPR）、および 2 機関共同 
でティクシ・ヤクーツク（JAMSTEC）
などを維持している。船舶などの
研究基盤は弱いながらも、全体と
しての研究規模は「非北極国」の中
では最も大きいと考えられる。た
だ、その大きさに比して調整・連
携に関する機能や戦略的計画が欠
如している。米国の研究機関であ
る IARC に対応する委託研究を政
府が支援していることにも特徴が
ある。
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6─1
問題点の原因
　前章で、日本の研究体制の特徴
を描出したが、今後は日本全体と
して、より効率的で研究成果の上
がる形に移行させる必要がある。
筆者は日本の北極研究体制の大き
な問題点は、以下のような歴史的
経緯にあるのではないかと考える。
　当初、北極域研究の中核機関と
し て 位 置 づ け ら れ た NIPR の
AERC が、観測拠点を設定し活発
に北極研究を開始した一方で、
JAMSTEC が船舶を利用した研究
を開始し、その後、シベリアなど
の北極域研究も別途開始された。
また、NIES は温室効果気体の観測
を実施し、大学等が競争的資金で
陸域の観測研究を開始した。また
さらに、IARC 共同研究として経
費 が JAMSTEC お よ び JAXA に
配算され、JAXA がアラスカにお
ける衛星受信などを実施するよう
になった。これらの過程の中で、
残念ながら研究グループが分散し、
協力体制は弱体化し、連携が十分
なされない状況が持続した。
　米国でも多機関が北極域研究を
実施しているが、政府の委員会が
存在し、コンソーシアムが形成さ
れ、また SEARCH という研究指
針が示されることにより、組織の
分散による弱体化が回避されてい
る。それに対し日本は、研究体制
発展の過程で体制に齟齬が生じ、
全体として効率の悪い体制のまま、
現在に至っているように思われる。
過去の省庁間の調整（旧文部省と旧
科学技術庁間の調整）が十分なされ
ていなかった結果が、現在まで続
いているとも言える。具体的には
以下の（A）～（C）のような問題点
が現存しており、これらは相互に
関係している。
　（A）研究機関間の調整・連携・
分担の体制作りが不十分なため、
効率的な研究推進ができていない。
　（B）北極域研究戦略が欠如して
おり、科学技術政策の中での位置
づけも不明確。
　（C）結果として、観測船舶、陸
上観測点やデータ・アーカイブな
どの研究基盤が未整備。
6─2
近年の変化
　近年、日本でも、国内の北極域
研究を効率的に発展させるために
は、大同団結する必要があるとい
う共通認識は生まれつつある。す
でに NIPR・JAMSTEC・JAXA お
よび大学関係者には、2006 年以降
に以下のような連携の動きが見ら
れる。これらを通じて、ここ 1 ～
2 年は、北極域研究者の間に、一
定の求心力が生まれている。
　（a）（社）日本地球惑星科学連合の
大会における「北極域科学」セッ
ションの開始：2007 年 6 月の地球
惑星連合大会（幕張メッセ）から、
大気・水循環・生態の 3 分野を中
心とした「北極域科学」のセッショ
ンを開始した。毎年、おおよそ 50
～ 100 名程度の参加が見られてい
る。
　（b） 国際的な北極シンポジウ
ムの開催：前述したが、日本の研
究者主体で行われてきた北極域研
究に関する国際的シンポジウムを
一本化することにし、2008 年 11
月に日本科学未来館にておいて「第
一回国際北極研究シンポジウム（北
極の近年の急激な変化）」を開催し、
190 名（外国から 60 名程度）の参加
があった。
　（c） 共同での研究費取得：共同
で大型の科学研究費の取得を目指
し、所属が異なる 50 名程度のメン
バーによって研究費申請・取得を
する努力が始められた。
6─3
今後必要な方策
（1）　研究コミュニティーのさら
なる連携の強化体制
　上述のように研究者間での連携
は始まっているものの、これでは
十分ではなく、より強固な連携・
調整・提案母体となる社会的に認
知された組織体制が必要である。
形態としては以下のような案が考
えられる。
案1　ドイツのように国際計画対
応委員会に、その機能を持たせる。
日本の場合であれば、このような
委員会は日本学術会議の中に設け
られることになると考えられる。
案2　機関・研究者間の連携強化
のためにより強固な連携組織を設
立し、これを真の意味での中核機
関とする。必要経費は分担し、事
務局はいずれかの研究機関が引き
受ける形とする。
案3　北極域は今後、科学・外交・
運輸・資源等が密接に絡む地域に
なることが予想されるため、これ
らの統合機能を持つ組織を政府レ
ベルで新たに設置する。
　これらのいずれかによって、6─1
節の問題点の（A）および（B）は少な
くとも解消すると考えられる。筆
者は、現段階では案 2 が適当であ
ると考えている。連携を強化する
ことにより、情報交換の促進、情報・
データの共有、研究基盤の有効的
活用と整備、研究戦略の構築、北
6  日本の研究体制の改善へのポイント
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　地球温暖化に伴う急激な北極域
変化は、早急に科学者・行政関係
者の対応を求めているように思わ
れる。日本においては、研究体制
が曖昧にされてきたために、機敏
かつ効率的な研究を行うことがで
きていないのが現状である。本稿
のような研究体制のレビューを
行ってみると、制約がある中で多
くの成果が上がっているものの、
過去の負の遺産が多く残されてい
ると感じられる。国内の北極域研
究・事業体制を構造的に見直す必
要があろう。
　これから新たに直面する課題が
多く発生すると予想されるが、今
のままの体制では対応しきれない
ことが増加していくと思われる。
連携強化と目的指向型の研究効率
化などにおいて、科学コミュニ
ティー・行政関係者は国民および
社会全体が利益を受ける形態を模
索し、実施に移していく必要があ
ろう。
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7  結　語
極関連予算の有効活用が期待でき
る。案 1 については、現在の日本
学術会議の中に十分に機能する委
員会を設けるのは難しい可能性が
ある。将来的にはコンソーシアム
的な案 3 も検討の視野に入るであ
ろう。
（2）　研究基盤の整備および研究
機関の再編
　アジアを含む諸外国の進展状況
を勘案すると、日本が長期的に検
討しなければならない事項として、
砕氷船の確保あるいは現在の砕氷
艦の所属換えによる観測手段の確
保、地上観測拠点のネットワーク・
共同利用化、そして効率的な北極
域・極域研究のための組織再編が
必要であろう。しかし、これに関
しては、北極域研究のみではなく、
より広い範囲の議論が必要になる。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1 月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の 3 つです。
適宜 （2009 年 6月1日現在）
ライフサイエンスユニット
情報通信ユニット
環境・エネルギーユニット
ナノテクノロジー・材料ユニット
推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、フロンティアの3分野
総括ユニット
 　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1 回、「科学技術動向」としてま 
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp に お い て
も公開しています。
　　  重要科学技術分野・領域の
　　  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、我が国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
　　  技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5 年ごとに実施して
います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは
